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第1章 序論 

1.1 概説 

1780 年イタリアの医師で生物学者ルイージ・ガルバーニが、カエルの足の神経に 2 種

類の金属を触れさせると、足の筋肉が痙攣するのを発見し、1791 年に「筋肉の動きによ

る電気の力」と題する論文を発表した。これが、電池の原理の発見とされている[1-2]。

図 1 に電池の発明の歴史を示す。1800 年にイタリアの物理学者アレッサンドロ・ボル

タは、異なる金属の接触に注目し、銅と亜鉛の板を希硫酸に浸した「ボルタ電池」を作

成、電気を自在に発生させることに成功した。これが世界初の一次電池の発明である[3]。

1836 年、イギリスの化学者・物理学者ジョン・フレデリック・ダニエルは、負極に亜鉛

と硫酸亜鉛水溶液、正極に銅板と硫酸銅水溶液を用い、それぞれを素焼き板で仕切った

電池「ダニエル電池」を作成、ボルタ電池の分極による電圧低下の問題点を改善し、歴

史上初めて継続的に電気を得ることが可能な実用的な電池を発明した[4]。さらに 1868

年、フランスの電気技術者、ジョルジュ・ルクランシェが「ルクランシェ電池」を作成。

この電池は、正極の周囲を二酸化マンガンで囲んだ炭素材、負極に亜鉛板、溶液はコー

ンスターチを混ぜた塩化アンモニウム水溶液のゲルで構成された。ルクランシェ電池は、

液体を使用せず持ち運びが可能な現在の乾電池の原型となった[5-6]。一方でルクラン

シェ電池は、ガラス容器の重さや、発電能力維持のために電解液の補充および定期的な

電極の清掃が必要であり、冬季は電解液が凍るという欠点があった[7]。それを解消し

たのが、ドイツのカール・ガスナーが 1888 年に作成した「ガスナー電池」である。ル

クランシェ電池同様に、正極は二酸化マンガンと炭素、負極には亜鉛板を基本構成とし、

電解液の塩化アンモニウムには石膏の粉末を混ぜて糊状にした。これにより、横にして

も中の液体がこぼれない電池が完成し、「液体の漏れない乾いた電池」として「乾電池」

と呼ばれることとなった[1、8]。ガスナーは 1888 年にドイツで世界初の乾電池に関す

る特許を取得した。同時期に日本でも、ルクランシェ電池の電解液が冬季に凍結し使用

不可能になることから、液体を使わない乾電池の開発が進められ、屋井先蔵により正極

の炭素棒にパラフィンを含侵することで解決する乾電池が 1885 に開発され、1891 年に

は高橋市三郎により国内で乾電池に関する最初の特許が取得された[9-10]。屋井はガス

ナーに先駆けて乾電池を開発したことから乾電池の創始者と呼ばれる場合もあるが、特

許取得が遅れたために未公認となった。乾電池の発明と実用化により一次電池は技術的
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に確立され、1947 年にはアルカリ乾電池[11]、1976 年にはリチウム電池が商品化され

現在に至る[12]。 

一方で二次電池の歴史は、一次電池「ボルタ電池」の発明に遅れること約 60 年、1859

年フランス人の科学者ガストン・プランテにより、充電可能な鉛蓄電池が発明されたこ

とから始まる[13]。二次電池の呼び名は、二次電池が発明された当時に継続的に発電可

能な発電機が実用化されておらず充電のために一次電池が使用されたことから、電力の

供給側を一次電池、そして供給される側を二次電池と呼んだことによる。その後、1899

年スウェーデンの技術者ウォルデマール・ユングナーがニッケルカドミウム電池を発明

した。この電池は、負極にカドミウム、正極に酸化ニッケルを用いており、電解液にア

ルカリ性の水酸化カリウムを用いていることからアルカリ二次電池とも呼ばれる。発明

当初、充電末期に正極から発生する酸素ガスと負極から発生する水素ガスによる内圧上

昇や電池の破裂が課題であったが、1940 年代後半にフランスのノイマンによって考案

された負極の量を正極よりも多くするなどの技術によって、水素ガス発生の抑制、酸素

ガスの効率よい吸収方法が確立し、電池の密閉化が実現した[14]。この密閉化されたニ

ッケルカドミウム電池を日本ではニカド電池と呼称している。鉛蓄電池と比較して小型

かつ軽量で、500 回以上の充放電が可能な高信頼性と長寿命、急速充電が可能と多くの

長所を持つニカド電池は、1960 年代初頭に米国で商品化、携帯用電子機器など民生用

として相次いで量産化され小型二次電池の幕開けの電池となった。しかし、イタイイタ

イ病などの公害被害によりカドミウムが有害物質の扱いを受け、環境問題の観点から敬

遠されることとなる[15‐17]。その後、1977 年には、ニカド電池よりも高容量で、かつ

有害物質のカドミウムを含まないアルカリ二次電池として、ニッケル水素電池が NASA

により人工衛星向けの電池システムとして実用化され、1990 年に携帯用電子機器など

民生用として量産化された。ニッケル水素電池は、1990 年代の携帯電話、ノートパソコ

ンなどの小型電子機器の普及の立役者の一つとなった [15、18]。そして、電子機器の

更なる高性能化、多機能化の要求に応える電池として、1991 年にソニー・エナジー・テ

ック社によりリチウムイオン電池が世界で初めて量産化された。リチウムイオン電池は、

正極にコバルト酸リチウムをはじめとするリチウムイオン含有遷移金属酸化物、負極に

黒鉛等の炭素材料を用いて構成されており、反応種のリチウムイオンが正極と負極活物

質間を移動する際の電気化学的反応で、電子が正負極間を移動して電気が流れることか
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らロッキングチェア型の二次電池と呼ばれる[19]。1983 年に旭化成社の吉野彰、米テ

キサス大のジョン・グッドイナフ、米ニューヨーク州立大のスタンリー・ウィッティン

ガムらによって、これらの材料構成により化学反応は一切伴わず、イオンと電子のみが

関与し電池として機能することが発見され、従来の電池とは異なる作動原理を持つ新た

な概念の二次電池として発明された[20]。2019 年、3 氏はリチウムイオン電池開発の功

績により、ノーベル化学賞を受賞した。リチウムイオン電池は、電解液にリチウム塩を

溶解した有機溶媒を使用した非水系二次電池であり、その作動電圧が約 3.6V とニカド

電池やニッケル水素の約 3 倍であることから、高エネルギー密度を有する電池である。

また、ロッキングチェア型電池は、陽イオンを伝導する機能さえ持てば良く、信頼性の

観点などで電解質を必要最小限とし、電池系内を極力電極活物質で充填する設計が可能

であり、高容量化に適した形式であることから、携帯機器のみならず、自動車や産業用

機器向けへの利用も拡大している[19]。 

 ロッキングチェア型電池の発明以降、新たな概念の電池は発明されておらず、リチウ

ムイオン電池は約 240 年に亘る電池技術発展の、現時点における最高到達点である。以

降では、ここまでの電池の発明の歴史が、学術的かつ産業的に社会に与えた影響につい

て述べる。 

 

図 1 電池の発明の歴史 

 

ボルタ電池の発明は、電気(電流)を自由に取り出すことを可能にし、発明初期の電池

は実験装置の電源として使用された。電池を電源とした各種実験により、図 2 に示す電

磁気学、電気化学上の重大な発見が次々となされた。1800 年英国の化学者アンソニー・

カーライルとウィリアム・ニコルソンが水の電気分解を行なったのを皮切りに、電気化

学では、各種の金属の電解析出が見出された。1807 年英国の化学者ハンフリー・デービ

ーは、溶融酸化物の電気分解によりアルカリ金属を分離した[21-22]。そして 1833 年英

国の化学者・物理学者マイケル・ファラデーが電気分解における Faraday の法則を見出
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し、ここに電気化学の基礎が確立した[23、24]。一方、電磁気学の分野でも、1820 年デ

ンマークの化学者・物理学者ハンス・クリスチャン・エルステッドが電流の磁気作用を

発見したのを皮切りに、1822 年にはフランスの物理学者・数学者アンドレ＝マリ・アン

ペールがアンペールの法則、続いて 1826 年ドイツの物理学者グオルク・ジーモン・オ

ームがオームの法則、さらに 1831 年、後に電気分解における Faraday の法則(1833)を

発見したマイケル・ファラデーが電磁誘導の法則を発見した。その後、1834 年ドイツの

物理学者ハインリヒ・レンツがレンツの法則を発見、そして 1864 年英国の物理学者ジ

ェームズ・クラーク・マクスウェルがマクスウェル方程式による電磁理論を完成、ここ

に電磁気学の基礎が確立し、電池によってこの二つの学問の基礎が築かれた[25]。 

 

 

図 2 電池の発明による学術的影響 

 

産業的視点では、初めて電池の応用が検討された分野は通信分野である。図 3 に、電

池の発明による産業分野への影響を示す。1831 年英国の発明家ウィリアム・クックと

チャールズ・ホイートストンが電磁式の電信機である五針式電信機を発明、1837 年に

実用化された。この際、電源にはダニエル電池が使用された[26]。1838 年米国の画家・

発明家のサミュエル・モールスがモールス式電信機を発明。ドット（・）とダッシュ（―）

の符号の組み合わせにより 1 分間に 10 個の単語を送る実証試験に成功した。その後、

1844 年ワシントン～ボルチモア間のモールス信号による電信サービスが開始、通信サ

ービス事業の幕開けとなった[27]。国内では、1894 年の日清戦争において、陸軍の通信

機用電源として乾電池が使用された。冬季の中国大陸でも安定的に動作したことから陸

軍で重用され、第 2 次世界大戦終了まで継続的に使用された[10、28]。電池の携帯用機

器への適用は、1888 年ガスナーの乾電池の発明以降に本格化し、1899 年に米国で乾電

池を用いた携帯電灯の製造が開始された。一方、鉛蓄電池は、国内では 1900 年初頭か

ら予備電源として普及、1920 年代には国内での家庭用ラジオの普及に伴って製造が拡

大した。[29]。 
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その後、乾電池が携帯電灯用および通信機用の電源として、鉛蓄電池が家庭用ラジオ

や予備電源としての使用が続き、1970 年以降ニカド電池が実用化されたことでトラン

シーバや電動工具など携帯型機器の普及が始まる。1983 年にソニー社から世界初のカ

メラ一体型ビデオレコーダ、1985 年には世界で初めてポータブルなラップトップ PC を

東芝社が製品化、電源にはニカド電池が使用された[30、31]。さらに 1990 年、松下電

池工業社、三洋電機社がニッケル水素電池を世界で初めて量産化、1991 年にはソニー・

エナジー・テック社によりリチウムイオン電池が量産化、携帯電話、ノートパソコン、

カムコーダー、デジカメ（デジタルスチルカメラ）などに代表される小型電子機器が本

格普及する要因の一つとなった[16]。その後、ニッケル水素電池は、1997 年にトヨタ自

動車社が世界で初めて量産化したハイブリッド自動車に適用、リチウムイオン電池は

2000 年に日産自動車社が世界で初めて量産化した小型 EV に適用され、現在に繋がる自

動車の電動化の口火を切った。 

 

 

図 3 電池の発明による産業分野への影響 

 

図 4 を用いて、リチウムイオン電池を中心に、国内の電池市場の動向について述べる。

リチウムイオン電池は、1991 年の上市以降、1992 年にソニー社のビデオカメラに搭載

されると、小型液晶テレビをはじめ家庭用 AV 機器や、携帯型パソコン、携帯電話端末、

PHS（パーソナル・ハンディホン・システム）などの携帯情報機器に次々と採用され、

1996 年には国内で小型二次電池の主流だったニッケル水素電池、ニカド電池の売上も

上回り、1997 年には鉛蓄電池の売上も越え二次電池の主流となった[32]。さらに、リー

マンショック後の 2009 年より、三菱自動車工業社の i-MieV、日産自動車社の LEAF、

Tesla 社の Roadster などの EV 販売が開始、2011 年以降は、従来はニッケル水素電池が

主流だった HEV 向けへのリチウムイオン電池の採用、さらには太陽光発電システムや風

力発電システムに併設する電力貯蔵向け電池へのリチウムイオン電池の採用など、自動

車および産業用途への本格適用が始まった[33-35]。 
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図 4 各種二次電池の国内市場動向 

 

上述のように、電池は発明当初は電磁気学および電気化学の発展を支えるデバイスと

して学術部門の発展に貢献し、その後、電池技術の革新に伴って通信サービスや携帯機

器の小型化など、エレクトロニクス産業の発展に貢献してきた。その観点から、電池は

現代の技術や産業を支える基礎技術およびデバイスであったと言える。さらに、今後の

脱炭素化社会の進展に伴うモビリティの電動化や、再生可能エネルギーの主電源化にと

って、電池は単なるデバイスではなく、複数のリチウムイオン電池を組み合わせて大規

模な電力貯蔵システムを構築するなど、社会を支える重要なインフラと位置付けられて

おり、その重要性は衰えるどころか今なお一段と高まっている。上記背景を鑑み、本研

究は、リチウムイオン電池および、複数のリチウムイオン電池を組み合わせたリチウム

イオン電池システムについて、システムを安全かつ効率的に運用可能とする電池システ

ム構成のアーキテクチャと制御方法について検討したものである。 

 

1.2 リチウムイオン電池 

1.2.1 リチウムイオン電池の原理 

リチウムイオン電池の原理を図 5 に示す。リチウムイオン電池は、反応種のリチウ

ムイオンが正極、負極活物質に吸蔵されるインサーション型の二次電池である。一般的

には正極は集電体となるアルミ箔に、コバルト酸リチウムをはじめとするリチウムイオ
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ン含有遷移金属酸化物を塗布し、負極には銅箔を集電体として炭素材料が活物質として

用いられる。充電中には外部電源によって電子が正極から負極へ移動し、同時にリチウ

ムイオンが正極活物質から放出されて負極活物質に吸蔵される。放電中には外部負荷を

介して電子が負極から正極へ移動し、同時にリチウムイオンが負極活物質から放出され

て正極活物質に吸蔵される。電解液には、リチウム塩を溶解した有機溶媒を使用してお

り、リチウムイオンはこの電解液を介して正負極間を移動する。また、正極と負極の短

絡を防止するため、両極の間にはポリオレフィン製の多孔膜が使用されている[36-37]。

また、近年では、可燃性の電解液を、不燃性の無機固体電解質に置き換えた安全性の高

い全固体電池の開発も進められている[38]。 

 

 

図 5 リチウムイオン電池の動作原理 

 

1.2.2 リチウムイオン電池の基本構造 

図 6 に円筒形をしたリチウムイオン電池を想定して、その構造を概説する。正極は薄

いアルミ箔に正極材料が、負極には薄い銅箔に負極材料がコーティングされており、間

にセパレーターを挟んだ三層構造を基本構成として、これを巻回状に丸めたものが電解

液に浸され、筒の中に封入されている。 
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図 6 円筒形リチウムイオン電池の構造 

 

リチウムイオン電池に使用されるリチウムは、非常に活性な金属で、水と激しく反応

する。また電解液も有機溶媒であるため容易に発火・燃焼する。このため、リチウムイ

オン電池は、使い方を誤って過充電や過放電状態にしたり、電池への衝撃で発熱した場

合や、或いは電池の定格電流以上の過電流が流れてしまうと電池が劣化するだけでなく、

電池の発熱、発火、爆発を引き起こすなどの危険な面を持ち合わせている。その対策と

して、リチウムイオン電池は過充電や過放電などを防止する保護機構を組み込んだ形で

しか使用できない機構を採っている。図 7 にリチウムイオン電池を使用する際の最小限

の構成を示す。リチウムイオン電池は電池、保護 IC、充電電流/放電電流を電圧に変換

して保護 IC で監視するための高精度な電流検出機能、保護 IC が異常を検出したときに

保護 IC からの信号により電池の充放電電流を遮断するためのスイッチで構成されてい

る。[39-40]。 
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図 7 リチウムイオン電池の基本構成 

 

1.3 リチウムイオン電池システム 

1.2 節では、リチウムイオン電池の原理と基本構成について述べた。本節では、リチ

ウムイオン電池を複数個使用するリチウムイオン電池システムの構成および、システム

構成時の課題について説明する。 

1.3.1 リチウムイオン電池システムの構成 

 図 8 にリチウムイオン電池システム（以後、電池システムと呼称する）の構成の一例

を示す。電池システムでは、リチウムイオン電池のセルを用途に応じて 50～300 個直列

接続し、電圧は 200～1000V となる。例えば、自動車向けには 50～100 個を使用した電

池システム（200～400V）、電動バスや鉄道等の大型車両向けには 200 個以下（～600V）、

近年高電圧化が進む高性能 EV 向けには 300 個以下（～1000V）の電池システムが使用さ

れる[41-42]。電池システムは、4～14 個のセルを 1 単位として束ね、セルの電圧や電

流、温度をモニタリングし、セル間に電圧の一定以上のばらつきが生じた場合にはセル

間の電圧をバランスする機能を持つモニタリング IC と、モニタリング IC から各セルの

情報を受信し、全セルのデータから電池システムの稼働状態を把握する電池システム制

御 IC、そして電池システムの電力を交流に変換する電力変換機であるインバータとで

構成される。これらモニタリング IC および電池システム制御 IC を含めた電池システム

の保護機能を BMS（Battery Management System）と呼ぶ。モニタリング IC と電池シス

テム制御 IC の通信では、モニタリング IC と電池システム制御 IC の基準電圧が異なる

ことから、絶縁対策を施した通信方式によって通信をする。電池システム制御 IC では、

得られた稼働状態に応じて電池システムのスイッチを On-Off することでインバータ電

池システムを動作を制御する。さらに、電池システム制御 IC は得られた情報から、電
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池システムの充電状態である SOC（State of Charge）や劣化状態である SOH（State of 

Health）を推定する状態推定機能、およびそれらの情報から電池パックに入出力電力を

制御する電力制御機能も備える。 [33、43-44] 

 

 

図 8 リチウムイオン電池システムの構成例 

 

 一方で、近年増設が進むデータセンタ等の重要施設の予備電源や、再生可能エネルギ

ーの発電所に併設される電力貯蔵設備向けの大規模な電池システムでは、図 8 の構成を

更に並列接続して電池システムを構成する。図 9 に、風力発電所に併設する大規模な電

池システムの構成例を示す。風力発電の発電機との連系点に電池を設置し、風力発電の

出力変動を吸収することで出力を平滑化する。平滑化の方法は、風力発電の出力変動を

目標範囲内に収めるよう、実際の出力と目標範囲との差分を求め、目標範囲を逸脱する

出力変動が発生した場合は、即時に電池システムが差分に応じて電力吸収または供給す

ることで電力を平滑化する。電力系統へは、この電池の出力と実際の風力発電の出力が

合わせられた合成出力が出力される[45-46] 。 
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図 9 大規模電池システムの構成例 

 

1.3.2 リチウムイオン電池の種類とシステム構成上の課題 

電池システムの適用用途が拡大にするに連れて、リチウムイオン電池は用途に応じて

出力性能を重視する出力型と容量性能を重視する容量型に分岐発展した。図 10 にリチ

ウムイオン電池のエネルギー密度と出力密度の分布を示す。2000 年代の初めから、リ

チウムイオン電池はハイブリッド自動車への適用をドライバとして高出力化に向けた

技術開発が進み、2000 年には当時ハイブリッド自動車の主流を担っていたニッケル水

素電池の出力密度を上回る 1350[W/kg]のリチウムイオン電池が日産自動車社のハイブ

リッド自動車「ティーノ」に採用された。これはリチウムイオン電池を採用した世界初

のハイブリッド自動車となった[47]。更に、2006 年から 2016 年にかけて、出力密度は

2600[W/kg]、3000[W/kg]、4500[W/kg]と向上し、いすゞ自動車社や三菱ふそう社のハイ

ブリッドトラック、ハイブリッドバス、そして東日本旅客鉄道(JR 東日本)社のハイブ

リッド鉄道等、一般乗用車以外の大型車両への適用も進んだ[33、48-49]。2020 年およ

び 2021 年の時点で、ハイブリッド自動車用のリチウムイオン電池は出力密度約

7000[W/kg]に達している[50-51]。 

 高容量化に向けた技術は、EV や再生可能エネルギーの発電所に併設する電力貯蔵向

けとして発展。EV 用を中心に、エネルギー密度は 2015 年～2020 年で 250[Wh/kg]に達

し、2021 年以降は 300[Wh/kg]およびそれ以上のエネルギー密度の達成に向けて、日本、
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米国、欧州、中国等で大規模なプロジェクトが進められている[52]。 

リチウムイオン電池の高出力化、高容量化の技術開発が進む一方で、図 10 より高出

力と高容量の両方を満たすリチウムイオン電池は存在しないことが分かる。今後、再生

可能エネルギーの主電源化に伴う系統安定化装置である STATCOM(Static Synchronous 

Compensator)や、電動化が進む航空機、大型の建設機械など、大出力と高容量の双方が

必要な電池システムの必要性が高まっている[53-56]。 

 

 

図 10 リチウムイオン電池のエネルギー密度と出力密度の分布 

 

 図 11 に、ハイブリッド自動車用の出力型リチウムイオン電池および EV 用の容量型リ

チウムイオン電池のどちらかの電池だけで、高出力と高容量が求められる電池システム

を構築する場合の課題について述べる。出力型で電池システムを構築する場合は、必要

な容量を満たそうとすると出力が過剰となり、容量型で構築する場合は、必要な出力を

満たそうとすると容量が過剰となる。これは、電池システムに搭載する電池の積載量の

増加となり、電池システムの設置スペースやコスト増大に繋がる。このため、今後必要

性を増す電池システムに向けては、図 12 に示すように、用途に応じて出力型の電池シ

ステムと容量型の電池システムを任意に組み合わせて、必要な出力性能と容量性能を過

不足なく提供可能な電池システムを構築する技術が必要である。 
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図 11 電池システムの構成時の課題 

 

 

図 12 要求性能を過不足なく満たすための電池システム構成 

 

1.4 本研究の目的および本論文の構成 

1.4.1 本研究の目的  

 本研究では、用途に応じて異なる要求性能に対して、出力性能と容量性能の過不足が

無い電池システムを構築する技術の確立をめざす。図 13 に本研究で確立すべき技術の

概要を示す。(a)は従来技術による電池システムの構築方法である。1.3.1 節で述べた

ように、リチウムイオン電池を複数直列接続および並列接続して電池システムを構築す

ることは可能であり、既にそのような電池システムは稼働している。また、異なる種類

の電池システムを組み合わせる場合であってもインバータなどの電力変換機を介して
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接続することで、要求性能を過不足なく満たす電池システムは従来技術でも構築可能で

ある。しかし、そのような方法は直列接続された電池システムごとに電力変換機が必要

となり、特に大出力の電力変換機はサイズが大きく、価格は高価なものとなるため電池

システムの大型化やコスト増大要因となる。従って、電池システムの要求性能を満たし、

かつシステムの大型化やコスト増大を抑制するためには、(b)に示すように異種の電池

システムを直接接続し、それらを一つの電力変換機（インバータ、DC/DC コンバータ、

チョッパ等）で運用することで、部品点数およびコストの観点で最小の構成となる。 

以上を鑑みて、異種の電池を直接接続することにより電池システムを構築し、運用す

るために解決すべき技術課題を整理する。 

1 つ目の技術課題として、大規模電池システムの必要性能を満たすためには、小さな

電池を複数、直並列接続して小規模な電池システムから大規模な電池システムにスケー

ルアップさせる必要がある。この際は、電圧の上昇に伴う感電や絶縁破壊の防止のため

の絶縁技術、および万が一、絶縁性が低下した場合の検知技術が必要となる。さらに、

一台の電力変換機に従属する電池システムが、過充電や過放電に至ることを避けるため

に、全ての電池システムの状態を把握し、充放電を制御する方法を確立する必要がある。 

2 つ目の技術課題として、スケールアップする際の出力と容量の増加のベクトルを変

更し、電池システムの出力性能と容量性能を自在に調整可能とするためには、容量型と

出力型でタイプの異なる電池システムの直接接続が必要となる。特性の異なる電池を組

み合わせた電池システムでは、充放電をする際に電池の特性差によって各電池システム

の電流配分が変動する。従って、異種の電池システムを直接接続することで大規模な電

池システムを設計する場合は、電流配分の変動を予測して、異常な電流が発生しないよ

うように電池システムを設計する必要がある。 

上記をまとめると以下の 2 つの技術が必要となる。 

① 電池システムの出力と容量をスケーラブルに拡大し、且つ 1 つの上位システムで

電池システムの管理を可能とする電池システム構築技術 

② 容量型と出力型でタイプの異なる電池を直接接続し、運用可能とする条件の特定

技術 
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(a) 従来の電池システム      (b) 異種の電池の直接接続による電池システム 

図 13 複数の異種電池を用いた電池システム構築方法 

 

一方、これまでに複数の電池を組み合わせて電池システムを構築する技術は数多く報

告されている。古くは、1971 年に EV 向け鉛蓄電池と加速アシスト用のニカド電池を並

列接続した電池システムの報告例がある[57]。自動車向けでは、その他にも鉛蓄電池と

電気二重層キャパシタを組み合わせる方式[58]や、リチウムイオン電池の大電流と温度

上昇の抑制のためにリチウムイオンキャパシタと組み合わせる方式[59]、さらにはプラ

グインハイブリッド自動車向けに容量型電池システムと出力型電池を組み合わせて、出

力型電池のみをモータに接続し、駆動力の発生や回生電力を吸収をさせる主電池として

容量型電池は出力型電池に一定の電流を供給するだけのシリーズハイブリッド形式の

構成の電池システムが提案されている[60]。上記と類似した取り組みは自動車以外の分

野でも活発に検討されており、鉄道向け[61]やフォークリフト向け[62]の電池システム

の検討事例が報告されている。この他、電力貯蔵向けでは、リチウムイオン電池を用い

て電圧を 600[V]級とし、容量が MWh 級の電池システム構築に関する報告[63-66]や、鉛

蓄電池を用いて同じく容量が MWh 級の電池システムの構築に関する報告 [67]、太陽光

発電や風力発電など電圧・周波数等変動の大きい分散電源を電力系統に円滑に連系させ

ることを目的として、スケーラブルな電池システム構成する技術を開発し、100kWh の

実証システムの開発事例も報告されている[68]。また、特性の異なる種類の電池を並列

・・・

・・・

電池システム 1 電池システム 2 電池システム n

インバータ
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接続した際の充放電特性を評価した興味深い報告例もある[69]。これらの報告は、いず

れも異なる電池を組み合わせた電池システムや大規模な電池システム構築に関する報

告であるものの、異種の電池システムを直接接続して電池システムを構成する技術や条

件に着目したものではなく、多様な出力と容量の要求性能に対して、過不足なく電池シ

ステムを構築可能とする技術に関する検討はこれまでに見られない。 

上記を踏まえて本研究では、電池システムの出力と容量をスケーラブルに拡大し、且

つ 1 つの上位システムでの電池システムの管理を可能とする電池システムの構築技術

(アーキテクチャ)と、容量型と出力型でタイプの異なる電池を直接接続し、運用可能と

する条件を特定可能な異種電池システムの設計技術の確立を目的とする。 

 

1.4.2 本論文の構成 

本論文は、以下の内容で構成される（図 14）。 

 第 2 章では、大規模電池システムを構築するための構成方法である電池システムのア

ーキテクチャについて検討した。初めに、複数の電池セルを組み合わせて小規模な電池

システムを構築し、それをスケーラブルに組み合わせて大規模な電池システムを構築す

るビルディングブロック方式による電池システムの構成方法と絶縁技術の検討、多数の

電池セルおよびそれにより構成される電池システムを 1 つの上位システムで確実に管

理する管理方式について検討した。 

次に 3 章では、大規模電池システムの出力特性と容量特性を自在に設計可能とする、

異種の電池システムを組み合わせた異種電池システムの構成方法について検討した。特

に、異種の電池を直接接続した場合に、電池システムの特性の違いよって充放電中に発

生する各電池システムの過渡的な電流配分の変化について、その挙動を数理モデルを用

いて分析し、異種の電池システムを組み合わせる際に留意すべき条件を明確にした。 

 そして第 4 章では、考案したビルディングブロック方式により試作した定置向け電池

システムを想定した 60[kW]、30[kWh]の電池システムを用いて、1 つの上位システムに

よる管理と充放電制御の実証試験により、検討した方式の適用効果について検討した。

併せて、試作電池システムを用いて異常発生を模擬し、開発した管理および制御方式に

より異常個所の特定と、安全な対処の実行可否を検証した。さらに、容量特性に優れた

リチウムイオン電池と、出力特性に優れたリチウムイオン電池のそれぞれ特性の異なる
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リチウムイオン電池を用いて、異種の電池システムを直接接続した EV を試作し、異種

電池を組み合わせた際の過渡的な電流配分の変化を実証した。 

最後に、第 5 章で本研究のまとめと今後の展望を述べて、本論文のまとめとした。 

 

 

図 14 本論文の構成 
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第2章 大規模電池システム向けアーキテクチャの検討 

 

博士論文の 2 章の要約 

大規模電池システムを構築するアーキテクチャについて 

電池を組み合わせて大規模化する電池システムの構築方法を提案する。電池システムを構

築する方法として、50Ｖ以下の電池モジュールを組み合わせたビルディングブロック構造

を提案し、ビルディングブロックで構成された電池システムを管理するために階層化管理

方式を提案した。各階層では、各階層が管理する電池のセル、モジュール、パックの電圧と

温度が計測され、充電状態の計算と異常の検知に必要な情報が上位階層に送信され、下位階

層の状態管理を行う。また、メンテナンス時の安全確保のため、電池モジュールの絶縁構造

を提案し、絶縁性能の低下を検知する地絡検知方式を開発した。 
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第 3 章 異種電池システムの設計技術の開発 

3.1 緒言  

前章では、電池システムの構築するための構成方法について検討した。本章では、前

章での検討結果に加えて、異種の電池を組み合わせて電池システムの出力性能と容量性

能を自在に設計する技術について検討する。本章では、まず、異種の電池を組み合わせ

る場合の課題と、異種電池システムの電流配分挙動を明らかにするための解析解を導出

する電池モデルおよび解析解で検討すべき想定条件を検討した（3.2 節）。次に、電池シ

ステムの特性の違いよって充放電中に発生する過渡的な電流配分について、想定した充

放電のケースに基づいて電気回路モデルを用いて検討し、異種の電池システムを組み合

わせる際に留意すべき条件を明らかした(3.3 節)。 

 

3.2 異種電池システムの電気回路モデル 

3.2.1 概説 

1 章で述べたように、用途に応じて必要な出力性能と容量性能を過不足なく提供可能

な電池システムを構築するためには、出力型の電池システムと容量型の電池システムを

任意に組み合わせて電池システムを構築する必要がある。図 32 に、出力型電池システ

ムと容量型電池システムによる電池システムの概要を示す。 

 

 

図 32 異種の電池を組み合わせた電池システムの概要  

出力型
電池システム

インバータ

容量型
電池システム
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1 章で述べたように、容量型電池システムと出力型電池システムを直接並列接続する

システム構成について構成の条件を検討した例はこれまでに無く、容量型電池システム

と出力型電池システムを組み合せる際には、図 33 および図 34 に示す基本事象の把握が

必要となる。 

容量型電池システムと出力型電池システムの起電力(OCV)が等しい時に充放電電流が

発生すると、その瞬間の両電池の電流は、内部抵抗の大きさに逆比例して配分される。

この状態を初期状態と呼び、充放電電流が発生した時点を t0 とする。図 33 に示すよう

に時刻 t0 から t1 まで一定の放電電流が流れ、電圧が V0 から V1 に変化した場合を考え

ると、t0 で放電電流が発生した瞬間、電池システムの電圧は OCV から放電時電圧に電

圧が低下する。容量型電池システムと出力型電池システムは並列接続であるから、両者

の放電電圧は等しくなるよう、抵抗比に逆比例して電流が配分される。そこから t1 ま

での間に、出力型電池システムと容量型電池システムに流れた電流 Ip と Ic はそれぞれ

Ip＝⊿Q1/⊿t、Ic＝⊿Q2/⊿t となり、電流は容量に比例して流れる。この状態を定常状

態と呼ぶ。従って、異種の電池を組み合わせた電池システムでは、静止状態からステッ

プ的に電流を流した場合、初期状態では内部抵抗の大きさに逆比例して電流が配分され、

時間の経過に従って定常状態である容量に比例して配分される状態へと遷移する。これ

は容量が大きい容量型電池システムに多くの電流が流れる状況であることを意味して

いる。更に、上記の定常状態(時刻 t1)で放電から充電に切り替わった場合(図 34)、充

電電圧は OCV よりも大きくなるが、図 33 と同様に両電池システムは並列接続により電

圧は等しくなることから、電流の大きさによっては全ての電流が出力型電池システムに

充電され、容量型電池システムには電流が流れないケースが発生し得ることが予想され

る。このように、異種電池システムでは大きな電流が出力型および容量型電池システム

の間で過渡的に発生するため、このような電池システムを設計するためには、単純な出

力特性と容量特性の組み合わせだけでなく、電流が切り替わる際の状態遷移条件の把握

が必須となる。 
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図 33 放電時の電圧変化 

 

 

図 34 放電から充電に変化した時の電圧変化 

 

以上より、本節では、異種の電池により電池システムを電気回路モデル化して、状態

遷移を過渡応答解析により求め、電池システムの運用時に発生し得る電流配分の基本的

な挙動を解析する。 

 

3.2.2 電気回路モデルの概要 

図 35 に、電池システムの電気回路モデルの一例を示す。負荷に供給される電流は、

容量型電池システムの電流 Ic と、出力型電池システムの電流 Ip の合計値となる。この

他に、電池システム内では、容量型電池システムと出力型電池システムの間の充電状態

容量(Q)

電圧(V)

容量型電池
システム

出力型電池
システム

t0, V0

⊿Q2⊿Q1
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放電時電圧
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システム
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システム
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放電時電圧

充電時電圧
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の違いに基づく電圧差に応じて循環電流 Ir が発生する。循環電流は負荷の稼働状況に

よらず電池システム間の電圧差により発生し、制御が困難な電流であるため電池システ

ム内に過大な電流が発生する可能性がある。従って、異種の電池を組み合わせた電池シ

ステムの実用化に向けては、Ic、Ip の電流配分が適切となるよう、容量型電池システム

と出力型電池システムのパラメータの最適化と、想定される様々な条件にて循環電流の

挙動を把握して、過大な電流によりシステムが故障しないよう設計することが課題とな

る。そこで本検討では、電気回路モデルを作成し、数値解析により電流配分および循環

電流の挙動を評価した。 

 

 

図 35 電池システムの電気回路モデルの概要 

 

本項では、電池の電気回路モデル化方法および、異種の電池による電池システムの電

気回路モデルから作成した解析式について述べる。 

 電池は、電気エネルギーを蓄えるキャパシタ成分と内部抵抗を示す抵抗成分で表せる。

ただし、キャパシタは充電状態である残容量に応じて起電力(OCV)が線形に変化するの

に対し、電池は図 36 に示すように電池の起電力（OCV）は残存容量に対して非線形な特

性を持つ。本研究では、電池システムの電流挙動を解析するにあたり、OCV は図 34 の電

池特性の近似式を用いて電池の電気回路モデルとした。 

 

負荷Ic Ip

Ir
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図 36 電池の OCV の近似式 

 

 図 37 に異種の電池を組み合わせた電池システムの電気回路モデルを示す。並列接続

された電池システム間に流れる電流を計算するためには、充放電による電池の充電状

態の変化に伴う電圧の変動、および、内部抵抗(DCR)による電圧降下または上昇を考慮

する必要がある。前項で述べたように、充放電による電池の電圧の変動をキャパシタ

モデルで模擬し、DCR は抵抗にて模擬し、左側の電池を高出力（低抵抗）かつ小容量

の出力型電池システムと想定して、DCR を R1、キャパシタ容量を C1とし、右側の電池

を容量型電池システムと想定してキャパシタ容量 C2=mC1、DCR を R2=nR1とし、m および

n はいずれも 1 より大きな値とした。電池システムに流れる電流 I は、出力型電池シ

ステムに流れる電流 )(1 ti と容量型電池システムの電流 )(2 ti の合計値とすると、電気回

路モデルの解析式は下記(1)(2)で表すことができる。 

 

 𝑉1(𝑡) = 𝑉𝐶1(0) −
1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡 − 𝑅1𝑖1(𝑡)

𝑡

0
 (1) 

 

 𝑉2(𝑡) = 𝑉𝐶2(0) −
1

𝐶2
∫ 𝑖2(𝑡)𝑑𝑡 − 𝑅2𝑖2(𝑡)

𝑡

0
 (2) 
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図 37 異種の電池を組み合わせた電池システムの電気回路モデル 

 

 

3.2.3 電気回路モデルによる解析の想定条件  

上記のモデルと解析式を用いて、表 2 に示すような、電池システムにおいて発生頻度

が高いと想定される代表的な電流変化の条件で、電池システム内の電流配分および循環

電流の解析解を求めた。なお、表の縦軸はプラスが放電、、マイナスが充電を示してい

る。#1 のステップ状の電流変化は電池システムの起動を想定した条件である。#2 は放

電中の電流の減少を想定している。#3は放電から急峻に充電に切り替わる条件である。

#4 は電池システムの稼働終了時の電流変化を想定している。なお、#1 と#2 では時刻 0

における充電状態を示す電池電圧は同じとした。 

 

表 2 想定条件 

 

 

R1 R2

C1 C2=mC1

R2=nR1

VC1(t)

VR1(t)

VC2(t)

VR2(t)

V(t)

I1(t) I2(t)

I

# 電流パタン 想定

1
電池システム稼働時

(停止→放電)

2
電池システム放電時
(放電→電流変化)

3
充放電切り替え
(放電→充電)

4
電池システム停止時

(放電→停止)

t

I

0
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3.2.4 まとめ 

出力型と容量型の異種の電池システムを組み合わせる異種電池システムの構築に向

けて、異種電池システム構築時の課題と、電池システムの電気回路モデルの構築方法に

ついて検討し、以下の結論を得た。 

1． 異種電池システムでは、静止状態からステップ的に電流を流した場合、内部抵抗

の大きさに逆比例して電流が配分される状態から、時間の経過に従って容量に比

例して配分され、容量型電池システムが大半の電流を負担する状態へと遷移し、

さらにその状態から放電から充電に切り替わった場合、今度は全ての電流が出力

型電池システムに充電されるなど、過渡的に大きな電流が一方の電池に発生し得

る。このため、異種電池システムを設計するためには、単純な出力特性と容量特

性の組み合わせだけでなく、電流が切り替わる際の状態遷移条件の把握が必須と

なる。 

2． 並列接続された電池システム間に流れる電流を計算するためには、充放電による

電池の充電状態の変化に伴う電圧の変動、および、内部抵抗(DCR)による電圧降下

または上昇を考慮する必要があり、充放電による電池の電圧の変動をキャパシタ

モデルで模擬し、DCR は抵抗にて模擬し、電池システムに流れる電流 I は、出力

型電池システムに流れる電流 )(1 ti と容量型電池システムの電流 )(2 ti の合計値と

する電気回路モデルを考案した。 

3． 上記モデルを用いて解析解を求める対象として、電池システムにおいて発生頻度

が高いと想定される代表的な電流変化の条件を選定した。具体的には、電池シス

テムの起動時を想定したステップ状の電流変化、充放電中の電流変化、放電から

急峻に充電(またはその逆)に切り替わる条件、電池システムの稼働終了時の電流

変化の 4 条件とした。 

 

3.3 異種電池システムにおける電流配分の解析  

3.3.1 概説 

 本節では、前節で得た異種電池システムの電気回路モデルと、想定される条件に基づ

き、それぞれの条件で出力型電池システムと容量型電池システムに配分される電流の挙

動の解析解を求める。また、その結果に基づき、異種電池システムを構築する際に留意

すべき条件について明らかにする。 
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3.3.2 ステップ状の出力変化への挙動解析 

前節の式(1)(2)より、電流パターン#1 での電流の挙動を求める。V1(t)は 

 𝑉1(𝑡) = 𝑉𝐶1(0) −
1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡 − 𝑅1𝑖1(𝑡)

𝑡

0
  

で与えられる。 

V2(t)も同様の式で与えられるが、t≧0 で i1(t)+i2(t)=I であることを考慮すると 

 

𝑉2(𝑡) = 𝑉𝐶2(0) −
1

𝐶2
∫ 𝑖2(𝑡)𝑑𝑡 − 𝑅2𝑖2(𝑡)

𝑡

0
 

= 𝑉𝐶2(0) −
1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼 − 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡 − 𝑛𝑅1(𝐼 − 𝑖1(𝑡))

𝑡

0
 

= 𝑉𝐶2(0) +
1

𝑚𝐶1
∫ (𝑖1(𝑡))𝑑𝑡 −

𝐼𝑡

𝑚𝐶1
− 𝑛𝑅1𝐼 + 𝑛𝑅1𝑖1(𝑡))

𝑡

0

 

 

となる。 

並列接続であるので、 )()( 21 tVtV = が成り立つことから )0()0( 21 CC VV = も成立する。 

従って 

 −
1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡 − 𝑅1𝑖1(𝑡)

𝑡

0
=

1

𝑚𝐶1
∫ (𝑖1(𝑡))𝑑𝑡 −

𝐼𝑡

𝑚𝐶1
− 𝑛𝑅1𝐼 + 𝑛𝑅1𝑖1(𝑡))

𝑡

0
  

が得られる。両辺を t で微分すると 

 

−
𝑖1(𝑡)

𝐶1
−𝑅1

𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) =

1

𝑚𝐶1
𝑖1(𝑡) −

𝐼

𝑚𝐶1
+ 𝑛𝑅1

𝑑
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𝑖1(𝑡) 
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𝑑

𝑑𝑡
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1

𝐶1
+

1

𝑚𝐶1
) 𝑖1(𝑡) +

𝐼
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𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) = −
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𝑚

1
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𝐼

𝑚𝐶1
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𝑖1(𝑡)
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𝑑
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𝐼2
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𝑑
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𝑖1(𝑡) 

 

ここで 

 −
(𝑚 + 1)

𝑚

1

𝐶1
𝑖1(𝑡) +

𝐼

𝑚𝐶1
= 𝛽  

と置くと 

 

−
(𝑚+1)

𝑚

1

𝐶1
𝑑𝑖1(𝑡) = 𝑑𝛽であるから𝑑𝑖1(𝑡) = −

𝑚𝐶1
𝑚+1

𝑑𝛽となり 
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𝑚𝐶1

𝑚 + 1

𝑑𝛽

𝑑𝑡
=
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ここで、t=0 の時、電流比は微分抵抗比で決まると考えられるので、 I
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以上より、(3)(4)が得られる。 
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図 38 に i1(t)、i2(t)を図示する。ｍ、ｎは出力型電池システムに対する容量型電池

システムの容量、抵抗の比であるため、この結果から、電流がステップ的に変化する条

件における電流配分は、始めは抵抗比に応じて配分されるものの、時間の経過とともに

容量に応じて電流が配分されることが分かる。また、電流変化の際の応答時間（63.2％
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応答）に関わる時定数 τ は
1

)1( 11

+

+
=

m

RCnm
  で与えられる。 

 

図 38 ステップ状の電流変化における電池システムの電流配分特性 

 

次に、電流パターン#2 における電流の挙動を求める。t < t1では電流挙動は電流パタ

ーン#1 と同じである。t = t1では 
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であるから t > t1では 
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1

𝐶2
∫ 𝑖2(𝑡)𝑑𝑡 −

1

𝐶2
∫ 𝑖2(𝑡)𝑑𝑡 −

𝑡

𝑡1

𝑅2𝑖2(𝑡)
𝑡1

0
 

= 𝑉𝐶2(0) −
1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼1 − 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡 −

1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼2 − 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡 −

𝑡

𝑡1

𝑛𝑅1(𝐼2 − 𝑖1(𝑡))
𝑡1

0

 

 

ここで、並列接続であるので、 )()( 21 tVtV = が成り立ち、時刻 0 での電池電圧が同じで

あることから )0()0( 21 CC VV = であるので 

 

−
1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡 −

1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡 −

𝑡

𝑡1

𝑅1𝑖1(𝑡)
𝑡1

0
 

= −
1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼1 − 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡 −

1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼2 − 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡 −

𝑡

𝑡1

𝑛𝑅1(𝐼2 − 𝑖1(𝑡))
𝑡1

0
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両辺を t で微分すると 

 

−
𝑖1(𝑡)

𝐶1
−𝑅1

𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) =

1

𝑚𝐶1
𝑖1(𝑡) −

𝐼2

𝑚𝐶1
+ 𝑛𝑅1

𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) 

(𝑛 + 1)𝑅1
𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) = −(

1

𝐶1
+

1

𝑚𝐶1
) 𝑖1(𝑡) +

𝐼2

𝑚𝐶1
 

(𝑛 + 1)𝑅1
𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) = −

(𝑚 + 1)

𝑚

1

𝐶1
𝑖1(𝑡) +

𝐼2

𝑚𝐶1
 

 

ここで 

 

−
(𝑚+1)

𝑚

1

𝐶1
𝑖1(𝑡) +

𝐼2

𝑚𝐶1
= 𝛽 とおくと 

−
(𝑚+1)

𝑚

1

𝐶1
𝑑𝑖1(𝑡) = 𝑑𝛽 であるから、𝑑𝑖1(𝑡) = −

𝑚𝐶1

𝑚+1
𝑑𝛽となり 

−(𝑛 + 1)𝑅1
𝑚𝐶1

𝑚 + 1

𝑑𝛽

𝑑𝑡
=
−(𝑛 + 1)𝑚𝐶1𝑅1

𝑚 + 1

𝑑𝛽

𝑑𝑡
= 𝛽 

 

を得る。更に 

 dt
RCnm

m
d

11)1(

)1(1

+

+−
=


  

と変換し、両辺を積分すると 

 At
RCnm

m
+

+

+−
=

11)1(

)1(
ln    

βを i(t)の式に置き換え、変換すると、 

 

t
RCnm

m

eA
mC

I
ti

Cm

m
11)1(

)1(

*

1

2
1

1

)(
1)1( +

+−

=+
+

−  

 
t

RCnm

m

eAtimI
mC

11)1(

)1(

*

12

1

)()1(
1 +

+−

=+−  

 

ここで A*は t1での値を境界条件として定められる。 

I1→I2に変化する直前の時間 t1－、直後の時間を t1＋とすると 

 

𝑉𝑐1(𝑡1−) + 𝑅1𝑖1(𝑡1−) = 𝑉𝑐2(𝑡1−) + 𝑅2𝑖2(𝑡1−) 

𝑉𝑐1(𝑡1−) = 𝑉𝑐1(𝑡1+) 

𝑉𝑐2(𝑡1−) = 𝑉𝑐2(𝑡1+) 

 

であるから 

 
𝑉𝑐1(𝑡1−) + 𝑅1𝑖1(𝑡1+) = 𝑉𝑐2(𝑡1−) + 𝑅2𝑖2(𝑡1+) 

𝑖1(𝑡1+) + 𝑖2(𝑡1+) = 𝐼2 
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となり、時刻 t1 以降は前述の式(3)以降と同様の展開となる。そこで、時刻 t1 以降を

電流 I2 の始点と考える。時刻 t1 で電流が I1→I2 に変化した直後の電流配分は、直前

までの電流 I1 によって出力型電池システム、容量型電池システムそれぞれの充電状態

が変化しているものの、それによる DCR の変化は両電池システムの抵抗比に対して十分

小さいと仮定した場合、 

 𝑖1(𝑡1) =
𝑛

𝑛 + 1
𝐼2  

となる。また、時刻 t1 を始点と考えると 

 
1

𝑚𝐶1
{𝐼2 − (𝑚+ 1)

𝑛

𝑛 + 1
𝐼2} = 𝐴∗  

であるので 

 

 
t

RCnm

m

eI
n

n
mI

mC
timI

mC
11)1(

)1(

22

1

12

1 1
)1(

1
)()1(

1 +

+−









+
+−=+−  

 
t

RCnm

m

eI
n

nm
timI 11)1(

)1(

212
1

1
)()1(

+

+−









+

−
=+−  

 

以上の境界条件により i1(t1+)、i2(t1+)が求まり、i1(t1+)、i2(t1+)以降の時間変化は

電流パターン#1 の変化と同様になることが分かる。 

 以上をまとめると、図 39 となる。電流パターン#2 のような電流が増減するだけの場

合では、電流の値は変化するものの電流の挙動は電流パターン#1 のステップ的な電流

変化の場合と同じである。 

 

図 39 電流が増減する場合における電池システムの電流配分特性 

 

I

t

1

1
I

n

n

+

1

1

1
I

n +

2

1
I

m

m

+

2

1

1
I

m+

i1(t)
i2(t)

I(t)
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3.3.3 放電、充電の切り替わり時の挙動解析 

次に、電流パターン#3 における電流の挙動について、解析解を求める。放電定常状態

（ｔ＜0）での電流を  

 𝑖1(−0) + 𝑖2(−0) = 𝐼  

とすると 

 

𝑖1(−0) =
1

𝑚 + 1
𝐼 

𝑖2(−0) =
𝑚

𝑚 + 1
𝐼 

 

したがって 

 𝑉C1(−0) = 𝑉(−0) + 𝑉R1(−0) = 𝑉(−0) + 𝑅1𝑖1(−0) = 𝑉(−0) +
𝑅1𝐼

𝑚 + 1
  

 

 

𝑉C2(−0) = 𝑉(−0) + 𝑉R2(−0) = 𝑉(−0)+ 𝑅2𝑖2(−0) = 𝑉(−0)+ 𝑛𝑅1
𝑚

𝑚+ 1
𝐼

= 𝑉(−0) +
𝑚𝑛𝑅1𝐼

𝑚 + 1
 

 

t = 0 で電流が－I へと充電に切り替わったとして、VC1、VC2は電流切り替え直後で変化

しないので 

 

𝑉C1(−0) = 𝑉C1(+0) 

𝑉C2(−0) = 𝑉C2(+0) 

𝑖1(+0) + 𝑖2(+0) = −𝐼 

𝑉1(+0) = 𝑉C1(+0) − 𝑅 𝑖1 1(+0) = 𝑉(−0) +
𝑅1𝐼

𝑚 + 1
− 𝑅 𝑖1 1(+0) 

𝑉2(+0) = 𝑉C2(+0) − 𝑅 𝑖2 2(+0) = 𝑉(−0) +
𝑚𝑛𝑅1𝐼

𝑚 + 1
− 𝑛𝑅1(−𝐼 − 𝑖1(+0)) 

 

ここで、 )0()0( 21 +=+ VV であるから 

 

𝑉(−0) +
𝑅1𝐼

𝑚 + 1
− 𝑅 𝑖1 1(+0) = 𝑉(−0) +

𝑚𝑛𝑅1𝐼

𝑚 + 1
− 𝑛𝑅1(−𝐼 − 𝑖1(+0)) 

𝑅1𝐼

𝑚 + 1
−
𝑚𝑛𝑅1𝐼

𝑚 + 1
− 𝑛𝑅 𝐼1 = (𝑛𝑅1 + 𝑅1)𝑖1(+0) 

−𝑚𝑛 + 1 − 𝑛(𝑚 + 1)

𝑚+ 1
𝑅 𝐼1 = (𝑛 + 1)𝑅1𝑖1(+0) 
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−2𝑚𝑛 − 𝑛 + 1

𝑚 + 1
𝐼 = (𝑛 + 1)𝑖1(+0) 

𝑖1(+0) =
−2𝑚𝑛 − 𝑛 + 1

(𝑚 + 1)(𝑛 + 1)
𝐼 

𝑖2(+0) = −𝐼 − 𝑖1(+0) =
𝑚𝑛 −𝑚 − 2

(𝑚+ 1)(𝑛 + 1)
𝐼 

電池 1 側の電位差 V1(t)は 

 𝑉1(𝑡) = 𝑉𝐶1(+0) − 𝑅1𝑖1(𝑡) −
1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡

𝑡

0
  

電池 2 側の電位差 V2(t)は 

 

𝑉2(𝑡) = 𝑉𝐶2(+0)− 𝑅2𝑖2(𝑡) −
1

𝐶2
∫ 𝑖2(𝑡)𝑑𝑡

𝑡

0

 

= 𝑉𝐶2(+0) − 𝑛𝑅1(−𝐼 − 𝑖1(𝑡)) −
1

𝑚𝐶1
∫ (−𝐼 − 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡

𝑡

0

 

= 𝑉𝐶2(+0) + 𝑛𝑅1(𝐼 + 𝑖1(𝑡)) +
1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼 + 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡

𝑡

0

 

 

VC1、VC2は電流切り替え直後で変化しないので 、  

 𝑉C1(−0) = 𝑉C1(+0)、 𝑉C2(−0) = 𝑉C2(+0)  

式(1)、式(2)を電池 1 側、2 側の V1(t)、V2(t)に代入し、ｔで微分すると 

 

𝑉1(𝑡) = 𝑉𝐶1(+0) − 𝑅1𝑖1(𝑡) −
1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡

𝑡

0

= 𝑉(−0)−
𝑅1𝐼

𝑚 + 1
− 𝑅1𝑖1(𝑡) −

1

𝐶1
∫ 𝑖1(𝑡)𝑑𝑡

𝑡

0

 

𝑑

𝑑𝑡
𝑉1(𝑡) = −𝑅1

𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) −

𝑖1(𝑡)

𝐶1
 

 

 

 

𝑉2(𝑡) = 𝑉𝐶2(+0) + 𝑛𝑅1(𝐼 + 𝑖1(𝑡)) +
1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼 + 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡

𝑡

0
 

= 𝑉(−0) −
𝑚𝑛𝑅1𝐼

𝑚 + 1
+ 𝑛𝑅1(𝐼 + 𝑖1(𝑡)) +

1

𝑚𝐶1
∫ (𝐼 + 𝑖1(𝑡))𝑑𝑡

𝑡

0
 

𝑑

𝑑𝑡
𝑉2(𝑡) = 𝑛𝑅1

𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) +

1

𝑚𝐶1
(𝐼 + 𝑖1(𝑡)) 

 

を得る。さらに、 )()( 21 tV
dt

d
tV

dt

d
= より 

 −𝑅1
𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) −

𝑖1(𝑡)

𝐶1
= 𝑛𝑅1

𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) +

1

𝑚𝐶1
(𝐼 + 𝑖1(𝑡))  
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(𝑛 + 1)𝑅1
𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) = −

𝐼

𝑚𝐶1
−
𝑚 + 1

𝑚𝐶1
𝑖1(𝑡) 

𝑚(𝑛+ 1)𝐶1𝑅1
𝑑

𝑑𝑡
𝑖1(𝑡) = −(𝐼 + (𝑚 + 1)𝑖1(𝑡)) 

xtimI =++ )()1( 1
とおくと、 dx

m
di

1

1
1

+
=  

 

𝑚(𝑛 + 1)

𝑚 + 1
𝐶1𝑅1

𝑑𝑥

𝑑𝑡
= −𝑥 

1

𝑥
𝑑𝑥 = −

𝑚+ 1

𝑚(𝑛 + 1)𝐶1𝑅1
𝑑𝑡 

𝐼 + (𝑚 + 1)𝑖1(𝑡) = 𝐴𝑒
−

(𝑚+1)𝑡
𝑚(𝑛+1)𝐶1𝑅1 

 

t =－0 の時 

 𝑖1(+0) =
−2𝑚𝑛 − 𝑛 + 1

(𝑚 + 1)(𝑛 + 1)
𝐼  

であるから 

 𝐼 +
−2𝑚𝑛 − 𝑛+ 1

(𝑛 + 1)
𝐼 =

2(1 −𝑚𝑛)

(𝑛 + 1)
𝐼 = 𝐴  

したがって 

 𝐼 + (𝑚 + 1)𝑖1(𝑡) =
2(1 − 𝑚𝑛)

(𝑛 + 1)
𝐼𝑒

−
(𝑚+1)𝑡

𝑚(𝑛+1)𝐶1𝑅1  

となり、以下の式が導かれる。 

 𝑖1(𝑡) =
−1

𝑚+ 1
𝐼 +

2(1 −𝑚𝑛)

(𝑚 + 1)(𝑛 + 1)
𝐼𝑒

−
(𝑚+1)𝑡

𝑚(𝑛+1)𝐶1𝑅1 （5） 

 

 𝑖2(𝑡) =
−𝑚

𝑚+ 1
𝐼 −

2(1 −𝑚𝑛)

(𝑚 + 1)(𝑛 + 1)
𝐼𝑒

−
(𝑚+1)𝑡

𝑚(𝑛+1)𝐶1𝑅1 （6） 

図 40 に i1(t)、i2(t)を図示する。図より、電流が放電から充電に変化した瞬間は、

出力型電池システムに大きな充電電流が流れる。さらに、出力型電池システムに流れる

電流は、両電池の容量比と抵抗比によって、充電電流 I よりも大きな電流が流れる可能

性があることが分かる。これは、充電電流に容量型電池システムからの循環電流が加わ

るためであり、異種の電池を組み合わせる電池システムを構築する場合には、システム

の最大充放電電流よりも大きな電流が出力型電池システムに印加されることを想定し、
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それに耐えられるように、出力型電池システムを設計しなくてはならないことを示唆し

ている。 

 

 

図 40 充放電が切り替わる(放電→充電)場合の電池システムの電流配分特性 

3.3.4 充放電を停止する際の挙動解析 

 最後に、電流パターン#4 における電流の挙動について、解析解を求める。定常状態で

の電流を 

 𝑖1(0) + 𝑖2(0) = 𝐼  

とすると 

 

𝑖1(−0) =
1

𝑚+ 1
𝐼 

𝑖2(−0) =
𝑚

𝑚 + 1
𝐼 

 

したがって 

 

𝑉R1(−0) = 𝑅1𝑖1(−0) =
𝑅1𝐼

𝑚 + 1
 

𝑉R2(−0) = 𝑅2𝑖2(−0) = 𝑛𝑅1
𝑚

𝑚 + 1
𝐼 =

𝑚𝑛𝑅1𝐼

𝑚 + 1
 

 

並列接続であるので、各電池システムの電位差は 

 𝑉R2(−0) − 𝑉R1(−0) =
𝑚𝑛𝑅1𝐼

𝑚 + 1
−

𝑅1𝐼

𝑚 + 1
=
𝑚𝑛 − 1

𝑚 + 1
𝑅1𝐼  

合成電流 I を 0 とした直後も )0(V)0(V R1R2 −−− の電位差は保持されるので

)0(V)0(V)0(V)0(V R1R2R1R2 +−+=−−− となる。電流を切った直後の C2→C1 に流れる

電流 i(0)は 
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 𝑖(+0) =
𝑉R2(+0) − 𝑉R1(+0)

𝑅1 +𝑅2
=
𝑚𝑛 − 1

𝑚 + 1
𝑅1𝐼 ×

1

(𝑛 + 1)𝑅1
=

𝑚𝑛 − 1

(𝑚 + 1)(𝑛 + 1)
𝐼  

また、任意の時間 t の循環電流 i(t)は 

 𝑖(𝑡) =
𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

𝑅1 +𝑅2
=
𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
  

となる。 

次に、C2→C1 に流れる循環電流を i(t)とした時の電池（容量）電圧は 

 

𝑉𝐶1(𝑡) = 𝑉𝐶1(0) +
1

𝐶1
∫ 𝑖(𝑡)𝑑𝑡

𝑡1

0

= 𝑉𝐶1(0) +
1

𝐶1
∫

𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
𝑑𝑡

𝑡1

0

 

𝑉𝐶2(𝑡) = 𝑉𝐶2(0) +
1

𝐶2
∫ 𝑖(𝑡)𝑑𝑡

𝑡1

0
= 𝑉𝐶2(0) −

1

𝑚𝐶1
∫

𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
𝑑𝑡

𝑡1

0
 

 

したがって 

 𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡) = 𝑉𝐶2(0) − 𝑉𝐶1(0) −
1

𝑚𝐶1
∫

𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
𝑑𝑡

𝑡1

0

−
1

𝐶1
∫

𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
𝑑𝑡

𝑡1

0

  

両辺を微分すると 

 

𝑑

𝑑𝑡
{𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)} = −

1

𝑚𝐶1
×
𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
−

1

𝐶1
×
𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
 

= −(
𝑚+ 1

𝑚𝐶1
)
𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
 

= −{
𝑚+ 1

𝑚(𝑛 + 1)𝐶1𝑅1
} (𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)) 

 

ゆえに 

 
1

(𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡))
𝑑{𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)} = − {

𝑚 + 1

𝑚(𝑛 + 1)𝐶1𝑅1
} 𝑑𝑡  

積分すると 

 

𝑙𝑛{𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)} = − {
𝑚 + 1

𝑚(𝑛 + 1)𝐶1𝑅1
} 𝑡 + 𝐴∗ 

{𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)} = 𝐴𝑒
−{

𝑚+1
𝑚(𝑛+1)𝐶1𝑅1

}𝑡
 

 

初期条件で 

 𝑉R2(−0) − 𝑉R1(−0) = 𝑉R2(+0) − 𝑉R1(+0) =
𝑚𝑛 − 1

𝑚 + 1
𝑅1𝐼  

したがって 
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𝐴 =
𝑚𝑛 − 1

𝑚 + 1
𝑅1𝐼 

{𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)} =
𝑚𝑛 − 1

𝑚 + 1
𝑅1𝐼𝑒

−{
𝑚+1

𝑚(𝑛+1)𝐶1𝑅1
}𝑡

 

 

となり 

 𝑖(𝑡) =
𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

𝑅1 + 𝑅2
=
𝑉𝐶2(𝑡) − 𝑉𝐶1(𝑡)

(𝑛 + 1)𝑅1
=

𝑚𝑛 − 1

(𝑚 + 1)(𝑛 + 1)
𝐼𝑒

−{
𝑚+1

𝑚(𝑛+1)𝐶1𝑅1
}𝑡

 (7) 

が得られる。 

図 41 に i(t)を図示する。図に示すように、放電停止後に、容量型電池システムは放

電を継続し、出力型電池システムは充電が開始される。すなわち、容量型電池システム

から出力型電池システムへ循環電流が発生する。この循環電流は、各電池の電圧差が解

消されるまで流れる。この循環電流が解消されるまでの応答時間も#1、#2 同様に抵抗

比と、容量比により変動する。ただし、数式から明らかなように、循環電流は直前に流

れていた I よりも小さな値となる。 

 

 

図 41 放電停止後の電池システムの電流配分特性 

 

3.3.5 まとめ 

これまでの検討結果を表 3 にまとめて示す。#1、#2 のケースでは、電流変化の際は始

めは抵抗比に応じて電流が配分され、時間の経過と共に容量比に基づいて電流が配分さ

れる。配分の変化に要する応答時間は抵抗比と容量比に応じて定まる。#3 のケースで

は、放電から充電に電流が変化した瞬間に、循環電流も加わって充電電流よりも大きな

電流が出力型電池システムに流れる可能性があることが分かった。また#4 のケースで

は、充放電を停止しても容量型電池システムと出力型電池システムの間の電池電圧の差
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に基づき循環電流が発生する。 

 これらの結果より、異種の電池により電池システムを構築する場合には、容量型電池

システムの負荷軽減と、システムの安全性確保の観点から、以下に関する検討が必要で

あることが示唆された。 

１． 電流配分の最適化のための容量比と抵抗比の設計 

２． 電池システムに流れる最大電流の予測 

３． 循環電流が解消されるまでの時間の把握 
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表 3 電流配分特性のまとめ 

 

 

3.4 結言  

本章では、異種電池システムを構成し、運用する場合に想定される課題や電流配分の

特性について検討した。結果として、異種電池システムでは、出力変化に応じて過渡的

に大きな電流が一方の電流に発生し得るため、異種電池システムを設計するためには、

単純な出力特性と容量特性の組み合わせだけでなく、電流が切り替わる際の状態遷移条

件の把握が必須となることを明らかにした。また、この電流挙動を解析するために、電

池システムの起電力(OCV)をキャパシタモデルで、内部抵抗(DCR)は抵抗にて模擬し、電

池システムに流れる電流は、出力型電池システムと容量型電池システムの電流の合計値

とする電気回路モデルを考案した。考案したモデルを用いて、電池システムの起動時を

想定したステップ状の電流変化、充放電中の電流変化、放電から急峻に充電(またはそ

の逆)に切り替わる条件、電池システムの稼働終了時の電流変化の 4 条件の解析解を求

めた結果、電池システムの起動や、充放電の途中で電流が変化する際は、始めは抵抗比

に応じて電流が配分され、時間の経過と共に容量比に基づいて電流が配分されること、

電流が放電から充電に変化した瞬間では、循環電流も加わって充電電流よりも大きな電

流が出力型電池システムに流れる可能性があることが分かった。電池システムを停止さ

せる条件では、容量型電池システムと出力型電池システムの間の電池電圧の差に基づき

循環電流が発生することを明らかにした。 

電流パタン 解析解

1

2

3

4

t

I I

t

I
n

n

1+

I
n 1

1

+

I
m

m

1+

I
m 1

1

+

i1(t)

i2(t)
1

1
I

n

n

+

1

1

1
I

n +
2

1

1
I

m+

2

1
I

m

m

+

i1(t)

i2(t)

i2(t)

i1(t)

I
m

m

1+

I
m 1

1

+

I
nm

nmn

)1)(1(

12

++

+−−

I
nm

nmn

)1)(1(

2

++

−−

I
m

m

1+

I
m 1

1

+

i2(t)

i1(t)

I
nm

mn

)1)(1(

1

++

−



69 

 

 これらの結果より、異種の電池により電池システムを構築する場合には、容量型電池

システムの負荷軽減と、システムの安全性確保の観点から、以下に関する検討が必要で

あることが示唆された。 

１． 電流配分の最適化のための容量比と抵抗比の設計 

２． 電池システムに流れる最大電流の予測 

３． 循環電流が解消されるまでの時間の把握 
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第 4章 大規模電池システムへの適用効果の検討 

4.1 緒言 

複数かつ異種の電池を組み合わせ、出力性能および容量性能に過不足の無い大規模な

電池システムを構築する手法の確立を志向して、前章までに、電池システムのアーキテ

クチャと、異種電池システムを構築する際の留意条件について検討した。本章では、検

討した手法を定置向け大規模電池システム(4.2 節)および自動車用電池システム(4.3

節)に適用し、期待した性能や動作が実現できるかを検証した。 

 

4.2 定置向け電池システムへの適用効果 

4.2.1 概説 

本節では、ビルディングブロック方式および階層化管理方式を適用した 30kWh の電池

システムを構築し、これらの方式による大規模電池システムの正常な充放電と、異常を

模擬した場合における安全動作について検証した。さらに、漏電検知のための昇圧方式

の漏電検知回路を 30kWh 電池システムに適用し、漏電箇所の特定を含めた漏電検知の可

否について検証した。 

 

4.2.2 30kWh 電池システム構成 

図 42 に試作した 30kWh の電池システム（以後、試作電池システムと）の構成概要を

示す。試作電池システムは、インバータ 1 台と電池パック 8 台で構成した。試作電池シ

ステムは電池モジュール、電池パック、電池システムの３階層構造となっている。電池

モジュール、電池パック、電池システムの構成を以下に述べる。 

１．電池モジュール 

電池モジュールは、電池システムにおいて制御機能を備えた最小構成単位である。

電池モジュールには、市販のラミネート型リチウムイオン電池セルを 7 個直列し、これ

を BMC(Battery Module Controller)と共にモジュール筐体に収納した。 

２．電池パック 

電池パックは電池モジュールを直列接続し高電圧化した電池システムの基本構

造であり、最小の制御単位である。試作電池システムでは、電池モジュールを 16 台直

列接続して BPC(Battery Pack Controller)および BPC で制御可能なスイッチ回路と共
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に 19 インチラックに収納した。 

３．電池システム 

電池システムは並列接続された 8 台の電池パックと BSC(Battery System 

Controller)とで構成する。試作電池システムは上記の電池システムと 1 台のインバー

タとで構成した。試作電池システムの充放電電力は BSC とインバータの

PLC(Programmable Logid Controller) が通信して制御する。BSC は BPC との通信によ

り各パックの充電状態や異常状態に関する情報を収集し、さらに BPC は BMC との通信に

より各モジュールの充電状態や異常状態に関する情報を収集する。 

 

図 42 30kWh 試作電池システムの概要 

 

表 4 に各構成単位のスペックと外観をまとめる。電池セルは電圧 2.5～4.2[V]、10Ah

のラミネート型リチウムイオン電池を使用した。電池モジュールは電池セルを 7 個直列

しており、電圧は 17.5～29.4[V]、容量は 10.4[Ah]である。電池パックは電池モジュー

ルを 16 個直列接続して構成し、電圧は 280.0～470.4[V]、容量 10.4[Ah]となる。電池

システムは電池パックを 8台並列して構成し、電圧は 280.0～470.4[V]、容量は 83.2[Ah]

となる。ビルディングブロック方式では、電池モジュールの構造や電圧の規模の選択が、

電池システムの構築方法に影響を与えるが、本開発のように人間による取り扱い時の安

インバータ

電力バス

通信

モジュール電池パック

～

交流
電源

BPC

30kWh試作電池システム

BBC

BMC

セル(     )

PLC

7セル
25.9V
10Ah

3.7V,10Ah
/セル

414V,10Ah

414V,80Ah 電池システム 414V,80Ah
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全性を考慮して 50[V]未満とする場合、電池パックが電池システムの電圧を決定する機

構となり、構造が最も複雑となる。そこで、以降で電池パックの構造について詳細を説

明する。 

表 4 試作電池システムの各構成単位のスペックと外観 

 

 

図 43 に電池パックの構成の詳細を示す。(a)は 19 インチラック（W600×D600×H1800）

の正面図、(b)は背面、(c)は 19 インチラック内に電池モジュールを搭載するための架

台となるサブラックの外観図である。電池パックには 19 インチラック

（W600×D600×H1800）を使用した。ラック内には、モジュール収納および固定用のサ

ブラック（W435×D336×H185）が 4 段設置されており、1 段につきモジュール 5 台が収

納可能である。また、コントローラやブレーカ等はラック最下段に BPC(Battery Pack 

Controller)と共に収納した。ラックの最上部には電池パックを冷却するための天井フ

ァンを設置し、加えて(b)の背面図で確認できるように、各サブラックには電池モジュ

ールを個別に冷却するためのモジュールファンを設置した。また、図 44 に示すように、

電池パック内では図に示す経路で電圧が上昇するよう配線を施しており、1 段につき電

構成

単位
外観 使用数

電圧(公称) 容量

[V] [Ah]

電池

セル
－

2.5～4.2

(3.7)
10.4

電池

モジュール

電池セル

7個

17.5～29.4

(25.9)
10.4

電池

パック

電池モジュール

16個

280.0～470.4

(414.4)
10.4

電池

システム

電池パック

8台
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(414.4)
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圧が 147V 上昇し最大電圧は 588V となる。また、電池モジュールを電池パックに差し込

むだけで電源回路が形成されるスロットインコネクタを設置しており、これによりシス

テム新設時の作業や、モジュールの交換が容易な構造とした。 

 

(a)正面       (b)背面      (c)サブラック 

図 43 電池パックの詳細構造 

 

図 44 電池パック内の電圧構造 

 

次に、試作電池システムに実装した階層化管理方式について説明する。図 45 は試作

電池システムにおける階層化管理方式の概要を示す。本開発では、電池モジュールが自

らを構成する全セル(7 個)の状態を個別管理し、必要な情報を BMC(Battery Module 

Controller)を通じて、電池パックの BPC(Battery Pack Controller)に送信する。電池

パックは自らを構成する直列接続された電池モジュールの状態を、BMC から受信した情

報に基づき一括管理し、必要な情報を電池システムの BSC(Battery System Controller)

電池
モジュール

BPC

天井ファン
モジュール
ファン

電圧上昇
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電池モジュール

サブラック1

サブラック2
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コントローラ
収納部

0V

147V

294V

441V

588V
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に送信する。さらに、電池システムは並列接続された電池パックの状態を、BPC から受

信した情報に基づき一括管理して、インバータに対して電池システムが入出力可能な電

力の上限値を通知する管理方式とした。階層管理方式の特徴は、充電状態や異常診断の

処理を自階層で完結させ、階層間で交わされる情報を上位階層で必要な情報に限定する

点にある。この構成を取ることで、システムの規模や構成要素が異なる場合でも同じ制

御構成での制御が実現でき、大規模なシステムの構築が容易となる。 

 

図 45 階層化管理方式の概要 

 

表 5 から表 8 を用いて、階層化管理方式を実現するために実際に BMC、BPC、BSC の

各コントローラに割り当てた機能を説明する。 

 表 5 は BMC に割り当てた機能の一覧である。自律的に電池セルを監視し、性能と安

全性を維持することを可能とするため、BMC には各セルの電圧およびモジュールの総

電圧、電流、温度の測定機能を搭載し、さらに測定した情報から電池モジュールの充

電状態である SOC を演算する機能と、電圧モジュール内のセルに電圧ばらつきが生じ

た場合に電圧差を均一化するバランシング機能を実装した。また、上記の測定データ

および演算結果を BPC に送信するための通信機能を搭載した。 
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表 5 BMC の機能一覧 

 

 

表 6 は BPC の機能一覧である。主な機能として、BPC は下位階層の BMC および上位

階層 BSC との通信機能、電池パック内の温度、電圧、電流の測定機能、19 インチラッ

ク内の電池モジュールを冷却するための冷却制御機能、冷却ファンや電力ブレーカの

故障や状態の検知機能、電池パックを他の電池パックおよびインバータと接続するた

めのスイッチ制御機能、そして電池パック内で異常が発生した場合に外部に異常の内

容を通知する表示機能を搭載した。 

 

表 6 BPC の機能一覧 

 

 

表 7 は BSC の機能一覧である。BSC の役割は電池システムの保護と性能維持であ

り、電池を保護するための BPC から受信したデータに基づき電圧、電流、温度が電池

システムの運用にとって問題の無い範囲で運用されているかを監視する機能を備え、

さらに電池システムの維持のために、バランシングの必要性を判断する機能を搭載し

た。これは、一つの電池モジュール内で電圧が均一化されていても、異なる電池モジ

No. 機能 機能詳細 内容

1 SOC演算機能 - 電流積算およびSOC/OCVカーブによる演算

2 バランシング機能 パッシブ セルコン＋外部MOS FETによるバランシング
セル電圧測定 セルコンによるセル電圧測定
総電圧測定 総電圧を測定
電流測定 電流を測定
温度測定 セルおよびコントロール基板の温度を測定

4 通信機能
上位システム
（BPC）通信

4線式全2重マルチドロップRS485、基準電位はFG

シリアル通信 RS232
デバッグI/F HUDI

6 保護機能 過電流保護 ヒューズによる過電流保護

測定機能

デバッグ機能

3

5

No. 機能 機能詳細 内容

下位システム
（BMC）通信

4線式全2重マルチドロップRS485、基準電位はFG

上位システム
（BBC）通信

10/100Base-TX

シリアル通信 RS232
デバッグI/F HUDI
温度測定 パック内温度管理用
電圧測定 ストリング毎に電圧を測定
電流測定 ストリング毎に電流を測定

4 保護機能 過電流保護 ストリング毎にヒューズによる過電流保護
5 冷却制御機能 FAN電源制御 DC24V FANのON/OFFを制御

FAN故障検知 FANのパルスセンサにより故障を検知
手動ブレーカ状態認識 手動ブレーカのON/OFF状態を検知

7 スイッチ機能 電流遮断/接続 ストリング毎に電流遮断/接続
モジュールRS485
電源供給/停止

モジュールの絶縁型RS485トランシーバのバス側電源を供給/停止

電源バックアップ切替 2系統からのDC入力に対して高電圧側の系統を選択
9 表示機能 ステータス表示 交換識別や各種ステータスを表示、LED×8個
10 設定機能 通信ID設定 簡易的なIDの設定やデバッグに使用、DIP SW×8bit

3

6

8

2 デバッグ機能

通信機能

測定機能

検知機能

電源制御機能

1

(BSC)通信
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ュール間で電圧が均一化されていない場合を想定し、搭載した機能である。 

 

表 7 BPC の機能一覧 

 

 

図 46 に 30kW 試作電池システムのコントローラの全体構成を示す。試作電池システ

ムのコンセプトは「ビルディングブロック方式により、多様な規模の電池システムに

対して出力性能と容量性能に過不足無く対応できる電池システム」である。試作電池

システムのコントローラの最大の特徴は、このコンセプトを実現するため、電池シス

テムを構成する最小単位であるモジュールに２つの基本機能（セル電圧・電流・温度

監視機能と SOC 演算・バランシング機能）を実装している点にある。これにより電池

システムは、システムを構成する膨大な電池セルの電圧・電流・温度の監視機能と

SOC 演算など大規模なデータ処理が必要な作業から解放され、優れた拡張性と自律性

を備えた階層化構造を得る。即ち、電池システムとして必要な基本機能は各電池モジ

ュールに実装されているので、モジュール間バランスの調整以外、基本的には上位階

層の電池パックが電池モジュールを制御する必要はない。同じ考えで、電池パックは

複数の電池モジュールを直列接続して構成されるが、これらを束ねて１つの電池とし

て振る舞う機能を実装しているので、電池パック間バランスの調整以外、基本的には

上位階層の電池システムは電池パックを制御する必要はない。試作電池システムのコ

ントローラは、このように各階層において制御が閉じている構成とした。 

 

No. 基本機能（制御の目的） 詳細機能 内容

電圧監視 リチウムイオン電池の各セルの過充電および過放電からの保護
電流監視 リチウムイオン電池の各セルの規定以上の充放電電流からの保護
温度監視 リチウムイオン電池の各セルの動作温度条件の遵守

バランシング 直列接続された各リチウムイオン電池セル間の電圧調整
SOC演算 バランシングを実行するための演算

1 リチウムイオン電池の保護

2 電池システムの性能維持

機能
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図 46 試作電池システムのコントローラの全体構成 

 

4.2.3 実験方法 

4.2.3.1 実験項目 

 表 8 に、試作電池システムを用いた実験項目と内容、および確認事項を示す。試作電

池システムを用いて、充放電時の動作確認、電池パックのスイッチ動作確認、異常時の

動作確認、漏電検知の可否確認をする。充放電時の動作確認は、充放電時の BSC、BPC、

BMC の各コントローラのデータを確認(1-1)し、そのデータの妥当性およびコントロー

ラ間でデータが整合しているかを確認(1-2)する。その上で試作電池システムの動作が

正常であるか、動作の妥当性を確認する(1-3)。電池パックのスイッチ動作確認では、

BSCと BPCが一致した情報に基づいて電池パックのスイッチ制御指令をやり取りできる

かを確認(2-1)し、かつその指令に基づいてスイッチが正常に動作するかを確認(2-2)す

る。異常時の動作確認では、模擬的に温度異常を発生させた場合の電池システムの動作

を確認する。具体的には、異常発生時に状況を正確に把握し、各階層のコントローラ間

で予め定めた手順に従い異常時の対応が取れるか、その動作の妥当性を確認する(3-1)。

また、異常が解消され場合にも、予め定めた手順に従い復帰動作ができるかを確認する

(3-2)。漏電検知可否の確認では、昇圧回路を用いた漏電検知方式の漏電検知性能を確

認する。初めに電池パック 1 台で漏電検知の可否を確認する(4-1)。次に電池システム

(電池パック 8 台)での漏電検知可否を確認(4-2)する。 

[セルコン]
・電圧/温度測定
・アラーム
・バランシング

[CPU SH2]
・SOC演算
・通信

[RS485]
・通信

モジュールコントローラ
（BMC-1） 4線式全2重

マルチドロップ
RS485

[CPU SH2]
・SOC演算
・通信

[RS485]
・通信

モジュールコントローラ
（BMC-16）

パックコントローラ
（BPC-1）

[CPU SH2A]
・モジュール管理
・通信（BPC）
・Ethernet（BSC）

[RS485]
・通信

パックコントローラ
（BPC-8）

[CPU SH2A]
・モジュール管理
・通信（BPC）
・Ethernet（BSC）

HUB

Ethernet
10/100
Base-TX

Ethernet
10/100
Base-TX

ブロックコントローラ(BSC)

[組込み機器用PC]
・ユーザインタフェース
・インバータとの調停
・Ethernet

[AD＋シャント抵抗]
・電流測定

[AD＋シャント抵抗]
・電流測定

[セルコン]
・電圧/温度測定
・アラーム
・バランシング

[AD＋シャント抵抗]
・電流測定

[RS485]
・通信

[AD＋シャント抵抗]
・電流測定
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表 8 試作電池システムでの実験項目と内容 

 

 

4.2.3.2 実験条件 

 表 9 に各試験項目の実験条件を示す。充放電試験では、最大入出力±6kW において、

運転 SOC範囲 10～80％の充放電を2サイクル(10→80→10→80)を8時間かけて実施し、

各コントローラのデータおよびコントローラ間のデータの整合性と、電池システムとし

ての動作の妥当性を確認した。電池パックのスイッチ動作では、27[A]の一定電流で放

電中に、電池パック 1 のスイッチを解列させ、そのまま放電を継続した後に、同じ電流

で充電に切り替え、充放電を継続していた他の電池パックと電池パック 1 が同じ SOC に

なった時に再び電池パック 1 が電池システムが自動的に復帰するかを確認、スイッチ制

御の動作確認をした。異常時の動作確認では、一定電流の充放電時に模擬的に特定の電

池モジュールに温度異常を発生させ、異常が発生した直列電池システムの解列と、異常

解消後の複列動作を確認した。そして、漏電検知に関しては、電池パックのモジュール

数を 12 個とし、電池モジュール間 13 箇所を 1 つずつ地絡させた場合の漏電検知の可否

を検証した。 

 

 

 

 

 

 

 

# 項目 目的・内容 確認事項

1
充放電時の
動作確認

充放電時のBSC、BPC、BMC
のデータの確認

1-1 各コントローラのデータの確認

1-2 コントローラ間のデータの整合確認

1-3 試作電池システムの動作妥当性確認

2
電池パックの

スイッチ動作確認
電池パック同士を接続する際の
スイッチ制御の正常動作確認

2-1 BSC-BPC間の制御指令の妥当性確認

2-2 スイッチの動作確認

3
異常時の
動作確認

模擬温度異常を発生させた場合
の電池システムの動作の確認

3-1 異常発生時の動作の妥当性確認

3-2 異常解消後の動作の妥当性確認

4
漏電検知
可否の確認

昇圧回路を用いた漏電検知方式
の漏電検知性能の確認

4-1 電池パック1台の漏電検知可否

4-2 電池システム(パック8台)での漏電検知可否
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表 9 試作電池システムでの実験条件 

 

 

4.2.4 実験結果と考察 

4.2.4.1 基本動作および充放電試験結果 

図 47 に試作電池システムの充放電試験結果を示す。実験は、試作電池システムの内

パック 4 台を用いて実施した。実験開始後の 1000[秒]付近から約 6[kW](13[A])で放電、

7500[秒]付近で SOCの下限である 10[％]に到達し、6[kW]の充電に切り替わり 16000[秒]

付近で SOC の上限である 80[％]に到達して再び 6[kW]の放電となり、25000[秒]付近で

再度、SOC の下限値に到達して 32000[秒]まで充電した。電流は BSC(Battery System 

Controller)での測定値、SOC は BPC から受信した各電池パックの SOC を平均化して演

算している。電流はプラスが放電、マイナスが充電を示している。電圧と電流の動きは

放電時に電圧が低下し、充電時に電圧が上昇しており、定性的には基本動作として正常

に充放電試験が行われている。さらに、7500[秒]から 16000[秒]の間の充電電流は

12.5[A]であり、この間の SOC の変化量を計算すると約 70.7[％]となり、BSC の演算結

果の 70[％]とほぼ値が一致し、定量的にも正常な充放電と BSC が動作していることが

確認できた。一方で、SOC に関しては図中の点線で囲んだ 16000[秒]付近で SOC がステ

ップ的に上昇し、20000[秒]付近でステップ的に下降、さらに 28000[秒]でもステップ

的に下降する動作が見られた。電流が大きく変化していない状況で残存容量を示す SOC

がステップ的に変化するのは論理的に発生し得ない現象であり、これは SOC の計算方法

の問題である。これについては要因を後述する。 

# 項目 内容 試験条件

1
充放電時の
動作確認

充放電時のBSC、BPC、BMC
のデータの確認

充放電時間 8時間

最大入出力 ±6kW

運転SOC範囲 10～80％

2
電池パックの

スイッチ動作確認
電池パック同士を接続する際の
スイッチ制御の正常動作確認

充放電電流 ±27A

スイッチ接続
条件

42.5％

2
異常時の
動作確認

模擬温度異常を発生させた場合
の電池システムの動作の確認

異常条件 温度異常

充放電電流 ±15A

3
漏電検知
可否の確認

昇圧回路を用いた漏電検知方式
の漏電検知性能の確認

地絡箇所 13箇所
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図 47 試作電池システムの電圧、電流の測定および SOC 演算結果 

 

 次に、図 48 に同条件での各電池パックの電圧と電流の測定データを示す。電圧およ

び電流はそれぞれ BPC で測定した値である。充放電試験に使用した 4 台の電池パック

は、並列接続されているので充放電中の電圧は等しくなる。そのため、電池パックの電

圧は 1000[秒]付近で放電が開始される前は、電圧に若干の差異が確認できるが、充放

電が開始された後は全ての電池パックの電圧は一致しており、正しく動作していること

が確認できた。また、1000[秒]付近で放電を開始した際、電池パック 1 は瞬時的に電流

がマイナスになっており充電電流が流れていることが確認できる。放電開始前の電圧デ

ータでは、電池パック 1 は他の電池パックの電圧よりも小さく、充電状態が小さいと想

定される。このため、放電開始と同時に電池パック 1 には充電状態の違いに基づく循環

電流として充電電流が流れたと考えられる。また点線円の充電期間の充電電流を比較す

ると、その大きさは電池パック 2 が最大で、次に電池パック 1、そして電池パック 3 と

4 が最小となっている。3 章で説明した電池システムの電流配分の解析解では、並列接
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続した電池システム間の電流は容量比で配分されるので、これは各電池パックの容量の

大きさの違いにより生じたと考えられる。この観点で充放電試験中の電流の大きさの違

いを見ると、全て上記の関係となっており、電池システムの充放電時の動作として正常

な動作である。 

 

 

図 48 電池パック 4 台の電圧、電流の測定結果 

 

 図 49 は、各電池パックの SOC 演算結果を示している。①から③は、前述した SOC が

ステップ的に変化している点である。図より、電池パック 4 の SOC が大きく変化して

いることが判った。一方で、②に関しては電池パック 4 のみならず、全ての電池パッ

クの SOC がステップ的に変化していることが確認できた。③は①と同様に電池パック

4 のみが変化している。①と②が発生した 17000[秒]から 20000[秒]の部分を拡大する

と、SOC のステップ的な変化は、電流のステップ的な変化と同時に発生している。こ

のことから、SOC の演算用に開発したアルゴリズムに原因があると推察される。本研

究では、SOC 演算用のアルゴリズムとして、充放電の電流を積算する電流積算方式
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と、電池の起電力(OCV)を利用して SOC を演算する電圧検知方式を条件により組み合わ

せた演算方式としている。特に、電圧検知方式は大きな電流変化があった時に適用さ

れる方式であり、電池パック 4 の BPC では①から③の条件で電圧検知方式が選択さ

れ、SOC の演算結果が電流積算から電圧検知式の値にステップ的な変化が起きたと推

察される。以上より、演算方式が切り替わった際に値が不連続にならない対策を施す

ことが今後必要である。 

 

 

図 49 電池パック 4 台の SOC 演算結果 

 

図 50 に、BSC で演算した試作電池システムの SOC と、電池パック 4 台の BPC で演算

した SOC を平均化した値との比較を示す。両者の値は一致しており、BSC での SOC が
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正しく演算されていることを確認した。 

 

図 50 BSC で演算した SOC と電池パックの SOC 演算結果の比較 

 

 図 51 に、電池パック 1 の BPC が、電池パックを構成する 16 台の電池モジュールの

BMC から受信した電圧測定結果と、SOC 演算結果を示す。すべての電池モジュールの電

圧がほぼ均一であり、SOC も一致していることが確認できた。 

 

 

図 51 電池パック 1 を構成する電池モジュール群の電圧測定、SOC 演算結果 
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図 52 に、BPC が計測した電池パック 1 の総電圧と、電池パック 1 を構成する 16 台

の電池モジュールの電圧データの総計値との比較と、BPC が演算した SOC と、各電池

モジュールの BMC が計算した SOC の平均値の比較結果を示す。両者の値はほぼ一致し

ており BPC および BMC の電圧の計測と、SOC 演算が正しく計算されていることが確認

できた。 

 

図 52 電池パックおよび電池モジュールの電圧計測と SOC 演算結果の比較 

 

図 53 に、電池モジュールにて BMC が測定したモジュール電圧と、電池モジュールを

構成する全セルの電圧の合計値および、電池モジュールが演算したモジュールの SOC

と各セルの SOC の平均値の比較を示す。両者の値はほぼ一致しており BMC 内の各種測

定および演算機能が正常に動作していることが確認できた。 
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図 53 BMC の電圧測定と SOC 演算結果の確認 

 

 以上の結果より、ビルディングブロック方式と階層化管理方式を適用して構築した

試作電池システムが正常に充放電を行えることを確認した。また、BSC、BPC、BMC の

それぞれのコントローラが測定および演算した情報や、試作電池システムの異常の有

無などの稼働状態を可視化するために、状態監視システムも併せて開発した(図 54)。 
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図 54 試作電池システムの状態可視化システムの外観 

 

4.2.4.2 電池パックのスイッチ動作確認 

4.2.4.3 電池システムの異常模擬試験結果 

4.2.4.4 漏電検知回路の動作検証 

 

博士論文の 4章の 4.2.4.2～4.2.4.4 の要約 

 

ビルディングブロック方式および階層化管理方式により構築した 30kWh の試作電池シス

テムにて、電池システムの充電状態や故障が検出されていることを確認し、電池システムが

安全に充電および放電できることを確認した。 
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4.2.5 まとめ 

本節では、ビルディングブロック方式と階層化管理方式を適用して 30kWh 試作電池シ

ステムを構築して、充放電試験、スイッチ制御、異常模擬試験、および漏電検知回路の

動作を検証し、以下の知見を得た。 

１． 試作電池システムにて約 8 時間の充放電試験を実施し、ビルディングブロック方

式と階層化管理方式を適用して構築した電池システムが正常に充放電を行えるこ

とを確認した。また、BSC、BPC、BMC が自階層の電池群(セル、モジュール、パッ

ク)の電圧、電流、SOC などの情報を測定、演算し、かつ各コントローラ間で正確

に共有できることが判った 

２． スイッチの動作試験にて、電池パックは所定の SOC で一つの電池パックのスイッ

チを Off にし、他の電池パックはそのまま充放電を継続した条件にて、充放電を

継続した電池パック(電池システム)の SOC とスイッチが Off にされた電池パック

が等しくなった時点で、自動的に電池パックのスイッチが On となり電池システム

に復帰することを確認した。これにより、事前に設定した条件で BSC と BPC が連

携し、スイッチ動作が可能なことを確認した。 

３． 異常を模擬した試験により、電池システムは異常が起きた箇所を正確に把握でき、

異常な電池を含む電池パックを試作電池システムから解列し、異常が解消された

と判断した場合は自動で復帰する機能を実現した。 

４． 昇圧回路と分圧抵抗を用いた漏電検知回路による漏電検知試験を実施した結果、

電池パック内の主回路のあらゆる地点で地絡を検知でき、かつ地絡箇所も特定で

きることを確認した。また、電池パック 1 台だけでなく、電池パックが 8 台の条

件でも同様に地絡検知が可能なことを確認し、本方式が大規模電池システムにも

適用可能なことが判った。 

 

4.3 自動車向け電池システムへの適用効果 

4.3.1 概説 

前節では、ビルディングブロック方式と階層化管理方式により、大規模な電池システ

ムを構築でき、かつ安全に運用できることを示した。本節では、異種の電池システムを

組み合わせた異種電池システムの、電池の特性差による電流配分への影響を検証するこ
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とを目的とする。この検証のために、出力性能に優れた電池と、容量特性に優れた電池

で異種電池システムを構築し、それを搭載した試作の電気自動車を開発して電流配分へ

の影響を評価した。 

4.3.2 システム構成 

図 58 と表 11 に、本研究で開発した異種電池システムを搭載した EV の概要と諸元を

示す。開発に使用した車両は、インドのマヒンドラエレクトリック社の e2O を使用した。

e2O は重量が約 1000[㎏]、最大出力が 19[kW]、最高速度 80[km/h]の小型 LSEV(Low Speed 

Electric Vehicle)[1]であり、システム電圧が 52[V]と低く、電気系の改造も容易なこ

とから本開発の適用効果の検証に向けた実験機として好適であると判断し使用した。 

電池システムは、e2O の電池システムを容量型の電池システムとして利用し、新たに

出力型の電池システムを直接接続して構築した。それぞれの容量は、容量型が200[Ah]、

出力型が 10.4[Ah]である。出力型電池システムは後部座席を取り外し、そこに設置台

を追設して図のように搭載した。容量型電池システムは、車両のシート下に格納されて

いる。各電池システムの抵抗値は、容量型電池システムが約 10[mΩ]、出力型電池シス

テムは温度や充電状態に応じて 10～18[mΩ]の値となる。 

 

 

図 58 異種電池を搭載した試作電気自動車の概要  

 

表 11 試作電気自動車および電池システム主要諸元 

容量型電池システムインバータモータ

出力型電池システム



93 

 

 

 

4.2.3 評価方法 

4.2.3.1 シミュレーション条件および実験条件 

車両モデルの主要緒元を表 12に示す。LSEVである e2Oを想定し、車両重量は 960[kg]、

最大出力は 19[kW]、電池システムの電圧は 52[V]とした。電池システムの容量は、容量

型電池システムの容量を 200[Ah]、出力型電池システムの容量を 10[Ah]とした。電池シ

ステムの抵抗値は容量型電池システムの抵抗が 10[mΩ]、出力型電池システムが SOC や

温度に応じて 10-18[mΩ]で変化するよう設定した。 

 

表 12 異種電池システムを統した電気自動車シミュレーションの条件 

No. パラメータ名 値 単位

1 車両重量 960 Kg

2 最大出力 19 kW

3
電池電圧
(公称)

52 V

4
電池容量

(容量型電池システム)
200 Ah

5
電池容量

(出力型電池システム)
10.4 Ah

6
電池抵抗

(容量型電池システム)
10 mΩ

7
電池抵抗

(出力型電池システム)
10-18 mΩ
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図 59 にシミュレーション方法を示す。シミュレーションには dSPACE 社製の車両シミ

ュレーションソフト ASM を使用した[2]。異種電池システムを搭載した車両モデルとし

ては、ASM に初期実装されている車両モデルをベースとし、その車両モデルのバッテリ

モデルの部分を独自に作成した異種電池システムに置き換え、異種電池システムを搭載

した車両モデルを作成した。 

 

 

図 59 ASM 活用による異種電池システム搭載 EV のシミュレーションモデル概要 

 

図 60 にシミュレーションに使用した走行パターンを示す。走行パターンは自動車の

No. パラメータ名 値 単位

1 車両重量 960 Kg

2 最大出力 19 kW

3
電池電圧
(公称)

52 V

4
電池容量

(容量型電池システム)
200 Ah

5
電池容量

(出力型電池システム)
10 Ah

6
電池抵抗

(容量型電池システム)
10 mΩ

7
電池抵抗

(出力型電池システム)
10-18 mΩ

容量型電池システムインバータモータ

出力型電池システム
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走行性能評価に一般的に使用される WLTP サイクルを使用した。ただし、LSEV の最高速

度を 80km/h としたため、速度 80km/h 以下の低速から中速までの領域を走行パターンと

して使用した。なお、この走行パターンは、実際に自動車を用いた走行試験でも同様に

使用する。 

 

図 60 走行シミュレーションのパターン(WLTP)  

 

 図 61 に走行試験の試験風景の画像を示す。走行試験は、室内で走行試験が可能シャ

ーシダイナモ試験室を使用して実施した。示した画像は、今回試作した車両の走行テス

ト中の画像ではないが、走行テストでは図の赤枠に示した走行速度指示器に、目標とす

る走行速度（今回は WLTP サイクル）と実際の走行速度の両方が表示され、目標速度に

一致するように車両のアクセルやブレーキを操作することで走行試験を実施した。この

ため、実走行テストでは目標速度に対してアクセルやブレーキ操作のばらつきや遅れに

より、完全に目標速度を再現することは難しく、上記で説明した走行シミュレーション

と実走行テストでは、異種電池システムの充放電波形が一致していない。 

 

低速～中速 (<80km/h)
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図 61 走行試験の風景 

 

4.2.4 評価結果および考察 

4.2.4.1 シミュレーション評価の結果 

まず、比較対象として容量型電池単独（オリジナル）でのシミュレーションを実施し

た。図 62 に電流波形を示す。グラフ中に円で囲んだ時間帯において、本開発において

使用した LSEV は最大出力で加速する時間が最も長い部分となると予想する。この結果

から、本開発で想定する LSEV の最大出力で走行する時間は 10[秒]以下であることが分

かった。3 章の解析解(3)(4)に基づけば、最大出力で走行する時間が異種電池システム

の応答時間よりも長い場合は、電流の大半または全てを容量型電池システムから供給す

ることとなる。従って、異種電池を組み合わせる場合は、最大出力時の電流が容量型電

池システムの上限電流を超えないことの確認と共に、電池システムの応答時間と最大出

力で走行する時間の関係を把握する必要がある。 

本開発では、異種電池システムの応答時間τは、表 12 で設定した値では約 13.5 秒と

なる。 

走行速度指示器
(目標速度、実速度)
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図 62 容量型電池単独での走行シミュレーション結果 

 

図 63 に異種電池システムでの電流波形を示す。容量型電池単独システムでは最大電

流が放電、充電共に約 250[A]だったのに対して、異種電池システムでは最大電流が放

電で 180[A]、充電は 140[A]まで低減した。異種電池システム間の電流配分に関して、

走行期間全般を通して、出力型電池システムよりも容量型電池システムに流れる電流の

方が大きい結果となった。これは、表 13 より容量型電池システムの抵抗が小さく、容

量が大きいためで、3 章で検討した解析解(3)(4)にて予測した「電流がステップ的に変

化する条件における電流配分は、始めは抵抗比に応じて配分されるものの、時間の経過

とともに容量に応じて電流が配分される」に合致した結果である。さらに、電流が放電

から充電（EV であるので充電は回生）に切り替わった場合は、出力型電池システムに容

量型電池システムと同等か、それ以上の電流が流れている。この結果も解析解(5)(6)に

て予測した「電流が放電から充電に変化した瞬間は、出力型電池システムに大きな充電

電流が流れる。」に合致した内容である。また、1050[秒]付近で走行が終了した際に、

容量型電池から出力型電池に循環電流が発生することを確認した。 

 以上の結果から、2 章の解析解とシミュレーションの結果は定性的に一致することが

判った。そこで、以降ではデータの詳細について定量的な分析を試みた。 

 

図 63 異種電池システムでの走行シミュレーション結果 

図 64 は上記シミュレーション結果の 550[秒]から 650[秒]の電流波形の拡大図であ
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る。図中の A は、電流の変化がステップ的に変化しており、停止中から急加速の条件を

再現している。同様に、Ｂは電流が直前の放電から充電に変化しており、放電から充電

に切り替わった条件を再現している。 

 

図 64 異種電池システムでの走行シミュレーション結果（拡大図） 

 

また表 13 に各領域での電流の詳細データを示す。A の領域では、解析結果と同様に、

放電開始時は容量型電池と出力型電池で電流が配分され、放電の継続に応じて容量型電

池の電流が増加することを確認した。放電開始時の電流は容量型電池が出力型電池の

1.46 倍となっており、抵抗比に応じた電流よりも多くの電流が配分されている。この

原因は、容量型電池の SOC が出力型電池よりも大きいため、容量型電池からより多くの

電流が放電されたためである。A の領域での放電が終了するまでの約 8[秒]で、容量型

の電池システムは電流が 20[A]が上昇し、出力型の電池システムでは 20[A]減少した。 

 

表 13 領域 A、B での電流の詳細データ 

 

図 65 は、A の条件にて、3 章で求めた解析解(3)(4)を用いて容量型の電池システムお

よび出力型の電池システムの電流を計算した結果である。解析解では容量型の電池シス
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領域
時間
[秒]

電流
[A]

抵抗
[mΩ]

SOC
[%]

合計 容量型 出力型 容量型 出力型 容量型 出力型

A

575 250 148.4 101.6 0.010 0.012 95.9 65.2

582 250 168.3 81.7 0.010 0.012 95.7 63.6

B 611 -250 -126.2 -123.8 0.010 0.012 95.6 63.6
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テムは放電期間中に 18[A]電流が増加し、出力型の電池システムは 18[A]減少すると算

出され、シミュレーションの結果と凡そ一致した結果となった。この結果より、2 章で

検討した解析解による異種電池システムの電流配分の予測は、実際の異種電池システム

にも適用可能な見通しを得た。 

一方、B の領域は放電から充電に切り替わった条件である。容量型電池と出力型電池

の双方にほぼ同程度の充電電流が流れており、解析結果と同様に、このような条件では

抵抗比によらずに充電電流が発生することを確認した。 

 

 

図 65 シミュレーションと同条件における解析解の計算結果 

 

これらの結果から、容量型の電池システムの電流配分は事前の電流配分の解析結果に従

うことが確認できた。さらに、本検討結果を実車を用いて検証した。 

 

4.2.4.2 実験結果 

次に、開発した異種電池システムを搭載した EV の走行テストの結果について述べる。

図 66 は、上記走行テストにおける、容量型電池システムおよび出力型電池システムの

電流データである。図 67 は、同じ走行テスト時における両電池システムの総和であり、

容量型の電池システム単独で走行した際に発生すると想定される電流特性と見ること

ができる。図 66 と図 67 を比較することで、容量型の電池システムの電流が減少してお

り、異種電池システム間で電流が配分されており、容量型電池システムの電流の最大値

が約 350[A]から約 200[A]へと減少していることが分かる。シミュレーションと同様に、
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実車試験でも放電電流は、出力型電池システムよりも容量型電池システムの方が大きく、

回生時には出力型電池に容量型電池とほぼ同等の充電電流が流れることが確認できた。

また、実車試験での充放電特性のデータに異常な電流の挙動は見られず、異種電池シス

テムが正常に動作していることが確認できた。 

 

図 66 異種電池システムを搭載した試作 EV による走行試験結果  

 

 

図 67 試作 EV による走行試験時の電流の総和 

 

図 68 に、図 66 の 20～70[秒]区間の電流波形の拡大図を示す。シミュレーションと

同様に、図中の A は、電流の変化がステップ的な変化である停止中から急加速の条件を

再現しており、Ｂは放電から充電に切り替わった条件を再現している。放電開始時の電

流は容量型電池が出力型電池の 1.46 倍となっており、抵抗比に応じた電流よりも多く

の電流が配分されている。この原因は、容量型電池の SOC が出力型電池よりも大きいた

め、容量型電池からより多くの電流が放電されたためである。放電終了が終了までの

8[秒]で、容量型の電池システムは電流が 20[A]が上昇し、出力型の電池システムでは

20[A]減少した。 
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一方、B の領域は放電から充電に切り替わった条件である。容量型電池と出力型電池

の双方にほぼ同程度の充電電流が流れており、解析結果と同様に、このような条件では

抵抗比によらずに充電電流が発生することを確認した。 

 

図 68 異種電池システムを搭載し試作 EV の走行試験結果（拡大図） 

 

表 14 に、各領域での電流の詳細データを示す。A の領域では、解析結果と同様に、放

電開始時は容量型電池と出力型電池で電流が配分され、放電の継続に応じて容量型電池

の電流が増加することを確認した。放電開始時の電流は容量型電池が出力型電池の 1.64

倍となっており、抵抗比に応じた電流よりも多くの電流が配分されている。また、放電

終了直前の容量型の電池システムの電流は約 10[A]増加しており、出力型の電池システ

ムの電流は約 11[A]減少した。 

 

表 14 領域 A、B での電流の詳細データ 

 

 

図 69 は、A の条件にて、解析解(3)(4)を用いて容量型の電池システムおよび出力型

の電池システムの電流を計算した結果である。解析解では放電開始時の容量型の電池シ
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ステムは 153[A]、そして出力型の電池システムの 96[A]と算出された。さらに、放電が

終了するまでの約 6 秒間で、容量型の電池システムの電流は 11[A]増加し、出力型の電

池システムは 11[A]現象する結果となった。この結果は、表 14 とほぼ一致した結果と

なっている。 

一方、B の領域は放電から充電に切り替わった条件である。容量型電池と出力型電池

の双方にほぼ同程度の充電電流が流れており、解析結果と同様に、このような条件では

抵抗比によらずに充電電流が発生することを確認した。 

 

 

図 69 走行試験と同条件における解析解の計算結果 

 

以上の結果より、3章で検討した解析解による異種電池システムの電流配分の予測は、

実際の電池システムにも適用可能であることをシミュレーションと実験の双方により

確認できた。ここまでは、異種電池システムによる電流分配が 3 章の解析式に従うこと

を確認してきたが、最後に、異種電池システムによる、電池システムの寿命延長効果に

ついて述べる。 

図 70 に、WLTP サイクルの低速から中速領域(走行速度≦80km)を 5 回連続で繰り返し

た走行試験を実施した際の、電池システムの温度変化を示す。赤は異種電池システムに

改造する前の、容量型電池システムのみで走行した際の電池システムの温度である。青

は異種電池システムに改造した後に、同じ走行試験を行い、同じく容量型電池システム
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の温度をプロットした結果である。図より、改造前の容量型電池システムの温度は、走

行試験終了時に約 6.6[℃]にあるのに対して、改造後は約 2.9[℃]となっており改造後

の方が 3.7[℃]温度が低い結果となった。これは、出力型電池システムが、走行または

回生時の電流の一部を負担することで、容量型電池システムの負荷が軽減したことを示

している。 

 

 

図 70 電池システムの改造前後の容量型電池システムの温度の比較 

 

上記の電池システムの温度低減による寿命への効果をシミュレーションにより見積

もった。図 71 は寿命予測シミュレーションの概要を示す。シミュレーションでは、実

験車両に搭載されている電池と同じ材料の電池を、様々な条件で劣化試験をした際の

データベースを作成し、劣化を予測するアルゴリズムを実装した。劣化予測に必要な

入力データである電池システムの電圧、充放電電流、電池システムの SOC の変動に関

するデータは、図 59 に示す ASM を用いた EV シミュレーションモデルを活用し、表 13

および図 60 の条件に基づき LSEV の走行シミュレーションからデータを算出して使用

した。 
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図 71 電池システムの寿命予測シミュレーションの概要 

 

 図 72 および 73 に、外気温度が 30℃および 40℃における寿命予測シミュレーション

の結果を示す。両図より、容量型電池システムの寿命の同様の傾向を示し、改造前の電

池システムでは一日の走行距離が 100km を超えると、容量型電池システムの劣化が顕著

に進み、電池システムが寿命を迎えるまでのトータル距離が低下する。一方で、異種電

池システムでは一日の走行距離が 100km を超える条件でも寿命の低下傾向は相対的に

小さく、異種電池により約 1.5 から 2 倍の寿命の延長効果が期待できる可能性があるこ

とが判った。 

 

 

図 72 環境温度 30℃における容量型電池システムの寿命予測結果  
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図 73 環境温度 40℃における容量型電池システムの寿命予測結果  

 

4.2.5 まとめ 

本節では、出力特性に優れた出力型電池システム、および容量特性に優れた容量型電

池システムを直接接続して異種電池システムを構築し、それを EV に搭載して走行試験

と異種電池システムの性能評価を行い、これと並行して、試作 EV と同等の条件を再現

したシミュレーションを行った。これらを通して以下の知見を得た。 

1. 特性の異なる電池を直接接続した異種電池システムを構築し、EV に搭載した実車

試験にて、異種電池システムが異常な挙動をすることなく動作することが判った。 

2. 異種電池システムの電流配分は、放電時は、最初は抵抗比に応じて電流が配分され

るが、放電が進むと容量比に応じて電流が配分される。ただし、SOC の違いが反映

されるため、抵抗比や容量比に完全合致した電流配分とはならず、詳細な電流配分

を再現させるためには、SOC 挙動の正確な把握が必要である。 

3. 上記の結果は、電池システムを電気回路モデル化して検討した解析解と一致し、異

種電池システムの電流配分は解析解で予測できることが判った。 

4. さらに、異種電池システムによる容量型電池システムの負荷軽減効果により、容量

型電池システムの寿命が約 1.5 から 2 倍、伸びる可能性があることが判った。 

 

4.4 結言  

本章では、ビルディングブロック方式と階層化管理方式を適用して 30kWh 試作電池シ
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ステムを構築して、充放電試験、スイッチ制御、異常模擬試験、および等電流条件のシ

ステム適用可否を検証した。その結果、試作電池システムでの約 8 時間の充放電試験に

て、試作電池システムが正常に充放電すること、BSC、BPC、BMC の各種コントローラが

自階層の電池群の管理と制御が正常に動作し、かつ各コントローラ間で正確に共有でき

ることを確認した。また、電池パックのスイッチの動作試験にて、電池パックは事前に

設定した条件で BSC と BPC が連携し、スイッチ動作が可能なことを確認した。異常を模

擬した試験では、電池システムは異常が起きた箇所を正確に把握でき、異常な電池を含

む電池パックを試作電池システムから解列し、異常が解消されたと判断した場合は自動

で復帰する機能を実現した。さらに、昇圧回路と分圧抵抗を用いた漏電検知回路の動作

検証により、電池パック内の主回路のあらゆる地点で地絡を検知でき、かつ地絡箇所も

特定できることを確認した。また、電池パック 1 台だけでなく、電池パックが 8 台の条

件でも同様に地絡検知が可能なことを確認し、本方式が大規模電池システムにも適用可

能なことを確認した。 

 次に、出力特性に優れた出力型電池システム、および容量特性に優れた容量型電池

システムを直接接続した異種電池システムを搭載した EV を開発し、異種電池システム

の電流配分を検証した。その結果、異種電池システムの電流配分は、放電時には最初は

抵抗比に応じて電流が配分されるが、放電が進むと容量比に応じて電流が配分されるこ

とが判った。また、この結果は、電池システムを電気回路モデル化した解析解と一致し、

異種電池システムの電流配分は解析解で予測できることが判った。ただし、実際の電流

配分では SOC の違いが反映されるため、抵抗比や容量比に完全合致した電流配分とはな

らず、詳細な電流配分を再現するためには SOC の挙動の把握が必要であることが判っ

た。 

また、異種電池システムによる容量型電池システムの負荷軽減効果により、容量型電

池システムの寿命が約 1.5 から 2 倍、伸びる可能性があることが判った。 
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第 5章 総 括 

高エネルギー密度と高出力密度を有するリチウムイオン電池の登場により、小型の携

帯機器の普及のみならず、自動車や鉄道などモビリティの電動化や、再生可能エネルギ

ーの主電源化など、電池は従来の電源デバイスから、社会のデジタル化や脱炭素化を実

現するインフラになりつつある。一方で、現在のリチウムイオン電池は、出力が求めら

れる用途向けの出力型電池と、エネルギーが求められる用途向けの容量型電池に分かれ

ており、出力特性と容量特性の双方に優れるリチウムイオン電池は未だに実在しない。

このため、今後、大出量化と大容量化が求められる電池システムの構築に向けては、大

規模な電池システムを構築する技術だけでなく、用途に応じて出力型と容量型の電池シ

ステムを自在に組み合わせて、必要な出力性能と容量性能を過不足なく提供可能な電池

システムの構築技術が必要となる。そこで本研究では、電池システムの出力と容量をス

ケーラブルに拡大し、且つ 1 つの上位システムで電池システムの管理を可能な電池シス

テムアーキテクチャと、容量型と出力型でタイプの異なる電池を直接接続し、運用可能

とする異種電池の設計技術の確立に取り組んだ。電池システムアーキテクチャの検討に

より、ビルディングブロック方式による大規模な電池システムの構成方法と、それを可

能にする絶縁耐圧の設計、電池システムの状態を適切に管理する階層化管理方式を考案

し、上記技術により小規模から大規模な電池システムまで、多様な規模の電池システム

を構築できることを明らかにした。また、異種電池の設計技術の検討により、電池シス

テムをキャパシタと抵抗を用いた電気回路モデルで表し、その解析解を求めることによ

り、電池の特性差によって充放電中に過渡的な変化をする電流配分を事前に予測できる

ことを明らかにした。 

各章の検討により得られた結論は以下の通りである。 

1 章では、本研究の背景、課題、目的を記した。電池の発明と、電池の発展による学術
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的、産業的な貢献の歴史を振り返り、今後のモビリティの電動化や再生可能エネルギー

の主電源化の実現に向けて、リチウムイオン電池の大規模電池システム化が必要である

ことを背景として述べた。そして、大規模電池システムの構築に向けては、今後、電池

システムに求めらる出力性能と要求性能が拡大し、単一のリチウムイオン電池で出力性

能と容量性能の双方を過不足無く満たす電池システムを構築することが困難な見通し

であることを示した。そこから、大規模な電池システムを構築するアーキテクチャと、

出力型と容量型で異なる電池を組み合わせて電池システムを構築する技術が必要であ

ることを課題として述べた。その上で、以下 2 つの技術開発の確立を本研究の目的とし

た。 

① 電池システムの出力と容量をスケーラブルに拡大し、且つ 1 つの上位システムで

の電池システムの管理を可能とする電池システムアーキテクチャ 

② 容量型と出力型でタイプの異なる電池を直接接続し、運用可能な条件を特定する

異種電池システムの設計技術 

2 章では、大規模電池システムを構築するアーキテクチャについて記した。大規模な

電池システムの構成方法に関しては、電池セルを直列接続した基本構造を並列化する直

列接続優先で電池システムを構築することが、構造的に循環電流の影響を小さくできる

ことを明らかにした。また、ビルディングブロック方式により電池システムを構築する

場合には、電池システムを構成する最小構成単位、およびコントローラにも電池システ

ムの総電圧に耐える絶縁構造を施す必要があることを明らかにした。一方で、電池シス

テムの絶縁低下を検知するためには、大規模電池システムの一点地絡を検知する必要性

を示し、漏電検知方法として昇圧回路と分圧抵抗を用いた漏電検知回路を考案した。更

に、電池システム内で検知すべき情報と汎用的な通信デバイスの通信速度を考慮して、

電池システムのコントローラの構成は、最上位のコントローラ、中間コントローラ、末

端のコントローラで階層ごとに電池群を管理する階層化管理方式が好適であり、RS-485 

通信で 20[bite]バイトのデータを 10[ms]毎に通信する場合、統括コントローラ 1 台に

つき 625 台の中間コントローラを接続でき、電池モジュール 62500 台と大規模な電池シ

ステムが構築可能であることを明らかにした。以上から、大規模な電池システムの構築

ための設計指針を得ることができた。 

3 章では、異種電池システムの設計技術について検討した。異種電池システムでは、
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電池の特性や内部状態により、抵抗比に逆比例して電流が配分されるケースや、容量に

比例して配分されるケース、一方の電池に全ての電流が集中するケースなど、過渡的に

大きな電流が一方の電池に発生し得ることを述べ、異種電池システムを設計するために

は、単純な出力特性と容量特性の組み合わせだけでなく、電流が切り替わる際の状態遷

移条件の把握が必須であることを明らかにした。更に、並列接続された電池システム間

に流れる電流を計算するためには、充放電による電池の充電状態の変化に伴う電圧の変

動、および、内部抵抗(DCR)による電圧降下または上昇を考慮する必要があり、充放電

による電池の電圧の変動をキャパシタモデルで、DCR は抵抗にて模擬し、電池システム

に流れる電流 I は、出力型電池システムに流れる電流 と容量型電池システムの電流の

合計値とする電気回路モデルを考案した。電気回路モデルの解析式より、放電中の電流

変化の際は始めは抵抗比に応じて電流が配分され、時間の経過と共に容量比に基づいて

電流が配分されることを明らかにした。また、放電から充電に電流が変化した瞬間には、

循環電流も加わって充電電流よりも大きな電流が出力型電池システムに流れる可能性

があることが分かった。更に、充放電を停止しても容量型電池システムと出力型電池シ

ステムの間の電池電圧の差に基づき循環電流が発生することを明らかにした。以上の結

果から、異種電池システムを構築する場合には、容量型電池システムの負荷軽減と、シ

ステムの安全性確保の観点から、以下に関する検討が必要であることが示唆された。 

１． 電流配分の最適化のための容量比と抵抗比の設計 

２． 電池システムに流れる最大電流の予測 

３． 循環電流が解消されるまでの時間の把握 

4 章では、2 章と 3 章で検討した技術を適用し、30kWh 試作電池システムと、異種電

池システムを搭載した EV を開発し、開発した技術の適用効果を検証した。試作電池シ

ステムでは、充放電試験、スイッチの動作試験、異常模擬試験、および漏電検知回路の

検証試験を実施し、約 8 時間の充放電試験にて、試作電池システムが正常に充放電する

こと、試作システムを構成する BSC、BPC、BMC の各種コントローラが自階層の電池群の

管理と制御が正常に動作し、かつ各コントローラ間で正確に共有できることを確認した。

スイッチの動作試験では、一つの電池パックのスイッチを所定の SOC で Off にし、他の

電池パックはそのまま充放電を継続した条件にて、他の電池パック(電池システム)の

SOC が再びスイッチが Off にされた電池パックと等しい SOC に到達した際に、自動的に
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電池パックのスイッチが On となり電池システムに復帰することを確認した。これによ

り、事前に設定した条件で BSC と BPC が連携し、スイッチ動作が可能なことを確認し

た。更に、電池パックの温度異常を模擬した試験では、電池システムは異常が起きた箇

所を正確に把握でき、異常な電池を含む電池パックを試作電池システムから解列し、異

常が解消されたと判断した場合は自動で復帰する機能を実現した。また、漏電検知回路

の検証試験では、昇圧回路と分圧抵抗を用いた漏電検知回路を用いて試験を実施した結

果、電池パック内の主回路のあらゆる地点で地絡を検知でき、かつ地絡箇所も特定でき

ることを確認した。また、電池パック 1 台だけでなく、電池パックが 8 台の条件でも同

様に地絡検知が可能なことを確認し、本方式が大規模電池システムにも適用可能なこと

が判った。 

異種電池システムを搭載した EV での走行試験では、出力特性に優れた出力型電池シス

テム、および容量特性に優れた容量型電池システムを直接接続した異種電池システムを

搭載した EV を開発し、異種電池システムの電流配分を検証した。その結果、異種電池

システムの電流配分は、放電時は、最初は抵抗量比に応じて電流が配分されるが、放電

が進むと容量比に応じて電流が配分されることが判った。また、この結果は、電池シス

テムを電気回路モデル化した解析解と一致し、異種電池システムの電流配分は解析解で

予測できることが判った。一方で、実際の電流配分では充放電中の SOC の違いにより、

抵抗比や容量比に完全合致した電流配分とはならず、詳細な電流配分を再現するために

は SOC の挙動の把握が必要であり、今後の課題である。また、異種電池システムによる

容量型電池システムの負荷軽減効果により、容量型電池システムの寿命が約 1.5 から 2

倍、伸びる可能性があることが判った。 
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